
 
            

 

平成 21（2009）年版 

 
広島県の男女共同参画に関する年次報告 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

広   島   県 
 
 
 



 

趣 旨 
 広島県男女共同参画推進条例（平成 13 年条例第 42 号）第 12 条の規定による年次

報告として，広島県における男女共同参画の現状及び男女共同参画の推進に関する施

策の実施状況を取りまとめ，広く県民の皆様や事業者等に明らかにするためのもので

す。 

 本書を通じて，県民の皆様一人ひとりが，男女共同参画についての理解を一層深め

ていただき，男女共同参画社会の実現のための資料として，御活用いただければ幸い

です。 

 

構 成 

第１部から第４部，及び資料編から構成されており，第１部から第３部について

は，広島県男女共同参画基本計画（第２次）の施策の体系に沿って，取りまとめてい

ます。  
第１部 広島県の男女共同参画の現状 
第２部 平成 20（2008）年度に県が実施した主な施策 
第３部 平成 21（2009）年度に県が実施しようとする施策 
第４部 市町の取組 
資料編 



 

 

目     次 

 

平成 21（2009）年版の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

広島県の男女共同参画行政の枠組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）の施策の体系 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

 

第１部 広島県の男女共同参画の現状 

 １ データから見た県の男女共同参画の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

 【環境づくり】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

 【人づくり】･････････････････････････････････････････････････････････17 

 【安心づくり】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

 ２ 県の男女共同参画に関する指標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24 

 

第２部 平成 20（2008）年度に県が実施した主な施策 

 １ 男女共同参画施策の実施状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27 

 【環境づくり】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27 

 １ 働く場における男女共同参画の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27 

 ２ 地域社会活動における男女共同参画の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 33 

 ３ 男女共同参画の推進に向けた体制の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 35 

【人づくり】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 37 

 １ 男女共同参画の推進に向けた広報・ 啓発の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 37 

 ２ 男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 38 

 ３ 家庭における男女共同参画の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 39 

 【安心づくり】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40 

 １ 生涯を通じた健康と自立の支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40 

 ２ 男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進 ・・・・・・・・・・ 41 

 ３ 男女共同参画の視点に立った国際活動の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 43 

 ２ 広島県男女共同参画基本計画（第２次）行動目標フォローアップ一覧 ・・・・・・・ 44 



第３部 平成 21（2009）年度に県が実施しようとする施策 

【環境づくり】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 47 

 １ 働く場における男女共同参画の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 47 

 ２ 地域社会活動における男女共同参画の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 50 

 ３ 男女共同参画の推進に向けた体制の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 51 

【人づくり】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 52 

 １ 男女共同参画の推進に向けた広報・ 啓発の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 52 

 ２ 男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 53 

 ３ 家庭における男女共同参画の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 54 

【安心づくり】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 55 

 １ 生涯を通じた健康と自立の支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 55 

 ２ 男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進 ・・・・・・・・・・・・・・ 57 

 ３ 男女共同参画の視点に立った国際活動の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 59 

 

第４部 市町の取組 

 １ 市町の男女共同参画の取組状況等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 61 

 ２ 市町における男女共同参画の状況の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 62 

 ３ 市町の議員の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 63 

 ４ 市町の審議会等委員の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 64 

 ５ 市町の職員及び管理職（課長相当職以上）の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 65 

 ６ 市町の男女共同参画行政担当窓口 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 66 

 

資料編 

 １ 広島県男女共同参画推進条例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 67 

 ２ 広島県男女共同参画審議会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 69 

 ３ 広島県男女共同参画基本計画（第２次）（施策の体系） ・・・・・・・・・・・・・・・ 70 

 ４ 広島県男女共同参画推進本部設置要綱 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 72 

 ５ 男女共同参画に関する相談機関・ 関係機関一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 74 

 ６ 広島県女性総合センター「エソール広島」の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 76 

 ７ 男女共同参画に関する国内外の動き ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 78 



平成 21（2009）年版の概要 

  
第１部 広島県の男女共同参画の現状 

     「環境づくり」「人づくり」「安心づくり」の基本的な視点ごとに，データから見た本県の

現状について，グラフや表を用いて解説しています。 
 

 第２部 平成 20（2008）年度に県が実施した主な施策 

「広島県男女共同参画基本計画（第２次）」（平成 18（2006）年 3 月策定）において，具体

的施策の推進期間（平成 18（2006）～22（2010）年度）の３年目となる平成 20（2008）年度

に県が実施した施策のうち，主なものについて取りまとめています。 
 

   １ 男女共同参画施策の実施状況 

     平成 20（2008）年度の実施状況について，「環境づくり」「人づくり」「安心づくり」の基本

的な視点ごとに記載しています。 

     重点的に取り組む項目（重点項目）については，次のとおりです。 
重 点 項 目 取 組 内 容 

男女が対等な構成員としてその個性と

能力を十分に発揮し，いきいきと働くこと

ができる環境の整備 

 「男女雇用機会均等セミナー」や「働く女性のポジティ

ブ・アクション推進セミナー」の開催状況等を記載してい

ます。 

男女が共に安心して子育てや介護をしな

がら働き続けることができる環境の整備 

特に，多様な働き方や，男性も含めた「働

き方の見直し」が可能となる環境の整備 

 「女性の再チャレンジ支援（合同就職面接会）」の開催

状況等や，仕事と家庭の両立に取り組む企業を登録し，

県のホームページなどでその企業の取組内容を紹介す

る制度等について記載しています。 

男女が共に積極的に子育てに参画でき

るようにするための支援 

 「子育て応援イクちゃんサービス」の取組を記載してい

ます。 

配偶者からの暴力をはじめとする男女

間のあらゆる暴力の防止に向けた取組

の推進 

 配偶者からの暴力に係る相談・自立支援体制を整備する

ための取組や市町における「配偶者暴力相談支援連絡会」

の立ち上げ等の支援について記載しています。 
 

 ２ 基本計画（第２次）行動目標フォローアップ一覧 

     基本計画（第２次）において目標値を設定している指標について，平成 20（2008）年度の

現況値を記載しています。 
 

 第３部 平成 21（2009）年度に県が実施しようとする施策 

     平成 21（2009）年度に県が実施しようとする施策について，事業概要，予算額及び担当機

関を記載しています。 

 

第４部 市町の取組 

     市町における条例制定や男女共同参画計画策定の状況，男女共同参画の状況等を記載して

います。 
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広島県男女共同参画審議会 
 
［組織］知事の附属機関 
    委員：１５人以内 
 
［機能］知事の諮問に応じ，広島県男 
    女共同参画基本計画の策定・  
    改定や男女共同参画の推進に 
    関する基本的かつ総合的な施 
    策を調査審議 
 

資料編 69 ページ参照

広島県男女共同参画推進本部 
 
［組織］全庁的な推進体制 
    本部長 ：知事 
    副本部長：副知事 
    本部員 ：各局部長 
 
［機能］広島県男女共同参画基本計画 
    に掲げる広範な施策を総合的 
    ・積極的に推進   

資料編 72～73 ページ参照

広島県男女共同参画推進条例（平成 13 年広島県条例第 42 号）

            ＜平成 13（2001）年 12 月 21 日公布，平成 14（2002）年 4 月 1 日施行＞  

 
【条例の基本理念】 ～ 男女共同参画を進める上で基本となる考え方 ～ 

   １ 男女の人権の尊重 
   ２ 社会における制度又は慣行についての配慮 
   ３ 政策等の立案及び決定への共同参画の機会の確保 
   ４ 家庭生活における活動と他の活動の両立 
   ５ 国際的協調 

資料編 67～68 ページ参照

広島県の男女共同参画行政の枠組み 

広島県男女共同参画基本計画 
 
 【計画の目標年次】 平成 22（2010）年度 
 【具体的施策の推進期間】    

  第１次（平成 15（2003）年 2月策定） 平成 15（2003）～17（2005）年度 

  第２次（平成 18（2006）年 3月策定） 平成 18（2006）～22（2010）年度 

 【基本的な視点と重点項目】 
  ≪環境づくり≫ ～ しっかりとした環境を創る ～ 
    〇 男女が対等な構成員としてその個性と能力を十分に発揮し，いきいきと働くことが

      できる環境の整備 

    〇 男女が共に安心して子育てや介護をしながら働き続けることができる環境の整備

  ≪人づくり≫        ～ 実践する人を創る ～ 
    〇 男女が共に積極的に子育てに参画できるようにするための支援 

  ≪安心づくり≫ ～ 私たちが安心して暮らすことができる社会を創る ～ 

    〇 配偶者からの暴力をはじめとする男女間のあらゆる暴力の防止に向けた取組の推

進

具 体 化     

総 合 的 推 進       
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（１）男女の均等な機会と待遇の確保に向けた雇用環境の整備 

（２）職業生活と家庭生活が両立できる環境の整備 

（３）多様な働き方を可能にする雇用環境の整備 

（４）農林水産業及び商工業等の自営業における男女共同参画の推進 

（５）女性の起業・経営活動に向けた環境の整備 

（１）政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の促進 

（２）地域社会活動における男女共同参画の推進 

（１）家庭における男女共同参画を推進するための啓発の充実 

（２）家庭教育・子育て支援の充実 

（１）生涯を通じた健康対策の推進 

（２）だれもが安心して暮らし，自立できるための支援 

（１）配偶者等からの暴力を防止するための取組の推進 

（２）セクシュアル・ハラスメント等男女間におけるあらゆる暴力を防止するための取組の推進 

（１）国際交流・国際協力・平和貢献の推進 

（２）情報の収集及び提供 

（１）県の推進体制の充実等 

（２）広島県女性総合センター「エソール広島」の充実・強化 

（３）市町等との連携強化・取組支援 

（１）男女共同参画に関する広報・啓発の充実 

（２）県民の主体的な取組への支援 

（３）メディアにおける男女共同参画の推進 

（１）男女共同参画を推進する教育の充実 

（２）生涯を通じた学習機会の提供 

（３）研修の充実・支援 

基本的な視点 基本となる施策の方向 県の施策 

環境づくり 
しっかりとした環境を創る 

安心づくり 
私たちが安心して暮らすことが 

できる社会を創る 

働く場における男女共同参画の推進 1

地域社会活動における男女共同参画の推進 2

男女共同参画の推進に向けた体制の整備 3

男女共同参画の推進に向けた広報・啓発の充実 1

男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実 2

家庭における男女共同参画の推進 3

生涯を通じた健康と自立の支援 1

男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進 2

男女共同参画の視点に立った国際活動の推進 3

男女共同 
参画社会 
の実現 

男女が,互いの違いを認め合い,

互いに人権を尊重しながら,そ

の個性と能力を十分に発揮し,

社会のあらゆる分野において共

に参画し,責任も分かち合うこと

のできる男女共同参画社会づく

りを推進します。 

人づくり 
実践する人を創る 

広島県男女共同参画基本計画(第２次)の施策の体系



 

 

 

 

第 １ 部   

 

広島県の男女共同参画の現状 
 

（注）コメント欄の     の中には，データやグラフの特徴を記載しています。 

データを更新したものには   印を，新たに掲載したものには   印を付けています。

   また，    の部分には，参考として全国データを記載しています。 



 

１ データから見た県の男女共同参画の現状 

 

環境づくり 

 ■ 労  働                                    

  雇用形態別に見た雇用者数の推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  雇用形態別に見た雇用者数の割合〔平成１９（2007）年〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 １ 雇用形態別に見た雇用者数  
  
   
 
 
   

  平成 19（2007）年の女性雇 
 用者数は 542 千人で，男女雇用 
 機会均等法（27 ページ参照）施 
 行（昭和 61（1986）年）前の 
 昭和 57（1982）年と比較する 
 と，25 年間で 189 千人（53.5％） 
 増加しています。 
  一方，男性雇用者数は 721 千 
 人で，56 千人（8.4％）の増加 
 となっています。 
 
  雇用形態別に見ると，平成 
 19（2007）年の正規の職員・従  
 業員の割合では，女性は 43.3％ 
 で，男性の 72.7％を大きく下回 
 っています。 
  一方，パート，アルバイトと 

 その他（労働者派遣事業所の派 
 遣社員など）の非正規就業者の 
 割合では，女性は 52.6％（平成

14（2002）年度は 50.2％）で， 

 男性の 17.5％（平成 14（2002）
年度は 13.8％）を大きく上回っ 

 ており，男女ともに上昇してい

ます。 

（注）雇用形態：雇用者を勤め先での呼称によって，「正規の職員・従業員」，「パート， 
アルバイト」，「その他」（労働者派遣事業所の派遣社員など），「役員」の四つに区分 

資料：総務省「就業構造基本調査」 

雇用者のうち「正規の            

職員・従業員」の割合は

女性 43.3％，男性 72.7％ 

注意事項：百分率の合計については，四捨五入の関係で 
     100.0％にならない場合があります。 
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【男性】

パート，

アルバイト

9.1% 正規の

職員・

従業員

72.7%

役員

9.7%

その他

8.4%

【女性】

その他

12.3%

役員

4.1%

正規の

職員・

従業員

43.3%パート，

アルバイト

40.3%
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【男性】
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無回答
17.3%

今後導入の
可能性なし

13.1%

今後導入の
可能性あり

22.1%

既にある
29.1%

検討中
18.4%

  年齢別労働力率  
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２ 労働力率  
  
 
 
 
 

  労働力率は，男性は 20 歳代 
 後半から 50 歳代までを山とす 
 る台形を描いています。 
  一方，女性は 30 歳代を谷と  
 するＭ字カーブを描いていま 
 す。これは，結婚，出産を契機 
 に職場を離れ，子育てが一段落 
 したところで再就職するという 
 就業パターンを持つ人が多く， 
 それがＭ字カーブの要因となっ 
 ているものと考えられます。近 
 年，このＭ字カーブは上方へシ 
 フトする傾向にあります。 
  
  平成 17（2005）年の労働力 

率を全国と比較すると，男女共 

に同様の傾向が見られます。 
 
  また，女性の労働力率には配 
 偶者の有無で大きな違いが現れ 
 ています。 
 
  育児や介護を理由として退職 
 した労働者のための再雇用制度 
 が整備されている事業所の割合 
 は 29.1％となっています。 
 
 
 
 
 
 
 

女性の労働力率は 30 歳代

を谷とするＭ字カーブ 

女性の年齢別，
配偶関係別労働力率
〔平成１７（２００５）年〕

（注）労働力率：15 歳以上人口に占める労働力人口の割合 
   平成 17（2005）年の労働力率は労働力状態不詳を除いて算出している。 

             労働力人口  （就業者（休業者を含む）          と完全失業者）       
 15 歳以上人口   非労働力人口 （主に家事従事，学生，         高齢者等）     

 
資料：総務省「国勢調査」 

【参考】年齢別労働力率（全国・県）〔平成１７（２００５）年〕 

－6－

【参考】再雇用制度（育児・介護のため） 
    の導入状況 
〔事業主調査〕 

（注）調査対象は，広島県内の本所事業所 
2,500 社 

資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境 
実態調査」（平成 17（2005）年度） 
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３ 労働者の賃金 
 
 
 
 
  一般労働者（女性）の１時間 
 当たり平均所定内給与額は，平 
 成 20（2008）年で一般労働者（男 
 性）の 68.3％であり，男女間の 
 差には，依然として開きがあり 
 ます。 
  
  また，一般労働者（男性）と

男女の短時間労働者の給与格差

について見ると，一般労働者（男

性）の給与水準を 100 としたと

き，短時間労働者（女性）は

48.5，短時間労働者（男性）は

57.6 となっています。 
 

女性の給与額は男性の

68.3％ 

－7－ 

労働者の１時間当たり平均所定内給与額の推移  

（注）所定内給与額：きまって支給する現金給与額のうち，超過労働給与額を差し引いた額 
   1 時間当たり平均所定内給与額： 

各年 6 月分として支給された平均所定内給与額を同月の平均所定内 
実労働時間数で除して算出している。 

   一 般 労 働 者      ：短時間労働者以外の労働者 
   短時間労働者：同一事業所の一般の労働者より１日の所定労働時間が短い又は１日の 

所定労働時間が同じでも１週の所定労働日数が少ない労働者 
資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 



 

 ■ 職業生活と家庭生活の両立                              
  育児休業制度の規定の有無  

    〔事業主調査〕 
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  介護休業制度の規定の有無  

〔事業主調査〕 
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１ 育児・介護休業制度  
 
【整備状況】 
 
 
 
 

   
  育児休業制度については

62.4％の事業所で，介護休業制

度については 50.7％の事業所

で就業規則等に規定されていま

す。 
また，従業員規模の大きい事

業所ほど，整備率が高くなって

います。 
 
 
 
 
 
 
 

 （注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社 
 資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」 

育児休業制度は６割強， 
介護休業制度は約５割の

事業所で整備 

 【介護休業】 
 対象家族（※）を 2 週間以上の期

間にわたり常時介護を必要とする

男女労働者が対象で，対象家族 1 人

につき，一の要介護状態ごとに 1 回，

通算して 93 日を限度として取得で

きます。 
（※対象家族） 
 配偶者，父母・子・配偶者の父母，  
労働者が同居し，かつ扶養してい  
る祖父母，兄弟姉妹，孫 

－8－

 
【育児休業】 
 1 歳に満たない子を養育する男女

労働者が対象で，子が 1 歳(一定の場

合は 1 歳 6 ヶ月)に達するまで取得

できます。平成 17（2005）年 4 月

に育児・介護休業法が改正施行さ

れ，一定の範囲の期間雇用者は対象

となりました。 
（次に該当するものを除く。） 
 日々雇い入れられるものや，労使

協定で定められた一定の労働者（配

偶者が常態として育児休業に係る

子を養育することができると認め

られる労働者等） 

 

【参考】 
育児休業制度の規定状況（全国）  

  平成 14（2002）年度  規定あり 61.4％ 
 
  平成 17（2005）年度  規定あり 61.6％ 

 
介護休業制度の規定状況（全国） 

 

  平成 14（2002）年度  規定あり 55.3％ 
 
  平成 17（2005）年度  規定あり 55.6％ 

 

（注）調査対象は，常用労働者 5 人以上を雇用している民営事業所 

    のうち 10,025 事業所 

（平成 14（2002）年度は約 10,000 事業所） 

資料：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」 

整備状況 
    制度として明文化されていないが，         検討中  

ある    慣行としてある                 ない     無回答 

（内 訳）

0                  50              100（％）

     制度として明文化されていないが，         検討中  

ある    慣行としてある               ない       無回答 

0                 50                100（％）

（内 訳）



  女性従業員の育児休業取得率    
〔事業主調査〕 

      
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  介護休業制度の利用状況  
  〔事業主調査〕 
 

73.2

87.2

90.1

96.4

86.0

70.9

77.2

40.0

0 20 40 60 80 100

300人 以 上

100～ 299人

50～ 99人

30～ 49人

10～ 29人

10人 未 満

（内    訳 ）

平 成 20（2008）年 度

平 成 17（2005）年 度

（％ ）

【育児休業の取得状況】 
 

 
 
   

  育児休業の取得状況（対象者 
 数に対する取得者数の割合）に 
 ついては，女性従業員 87.2％， 
 男性従業員 0.6％となっていま 
 す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

【介護休業の利用状況】 
 
 
 
 
    
  介護休業の利用状況について 
 は，全事業所のうち「取得者が 
 いた」と回答した事業主の割合 
 は 3.5％となっています。 

 （注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社 
    平成 20（2008）（平成 17（2005））年 6 月 1 日において勤務している従業員で，

対象者のうち育児休業を取得した者の割合  
資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」 

（平成 19（2007）年 4 月 1日から平成 20（2008）年 3 月 31 日までの状況） 

介護休業の「取得者がいた」

と回答した事業主の割合

は 3.5％ 

育児休業の取得状況は， 
女性 87.2％，男性 0.6％ 

【参考】 
育児休業取得率（全国）  

  平成 17（2005）年度  女性 72.3％ 男性 0.50％ 
  平成 19（2007）年度  女性 89.7％ 男性 1.56％ 
 

介護休業制度の利用状況（全国） 

  平成 17（2005）年度  1.0％ 
 
（注）調査対象は，常用労働者 5 人以上を雇用している民営事業所のうちから，産業・

規模別に層化して抽出した約 10,000 事業所 
（平成 17（2005）年度は 10,025 事業所） 

 育児休業取得率：平成 18（2006）（平成 16（2004））年 4 月 1 日から平成 19
（2007）（平成 17（2005））年 3 月 31 日までの１年間の出

産者又は配偶者が出産した者のうち，平成 19（2007）（平成

17（2005））年 10 月 1 日までに育児休業を開始した者（育

児休業開始予定の申出をしている者を含む。）の割合 
  介護休業制度の利用状況：平成 16（2004）年 4 月 1 日から平成 17（2005）年 3 月 31 

日までに介護休業を開始した者がいた事業所の割合  
資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成 19（2007）年度） 

「女性雇用管理基本調査」（平成 17（2005）年度） 

女性のみ 0.69％ 
男性のみ 0.27％ 
男女とも 0.04％ 
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(平成 20（2008）年度：平成 19（2007）年 4 月 1 日から平成 20（2008）年 3 月 31 日までの状況)

(平成 17（2005）年度：平成 16（2004）年 6 月 1 日から平成 17（2005）年 6 月 1 日までの状況)

男性従業員の
育児休業取得率は 
 
平成17年度：0.1％
（取得者4人） 
平成20年度：0.6％
（取得者4人） 

 （注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社 
平成 20（2008）年 6 月 1 日において勤務している従業員で，介護休業を取得し
た者がいた事業所の割合  

 資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」（平成 20（2008）年度） 

育児休業の取得状況

介護休業の利用状況

いない

93.3%

いた(男性のみ)

0.5% いた(女性のみ)

2.8%

いた(男女とも)

0.2%

無回答

3.1%

3.5%



 

  育児休業制度  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  介護休業制度  
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勤務評定の低下に対する不安

仕事の能力低下に対する不安

休業中の収入が減少する

子どもの世話をしてくれる人がいる

保育所等の施設を利用できる

復職後同じ仕事に就けるか不安

会社の制度が整備されていないので申請しにくい

上司や同僚に気兼ね

女性従業員

男性従業員

(%)

（男性従業員のみ）

69.9

60.3

27.2

35.9 3.8

2.9
女性従業員

（平成20（2008）年度）

男性従業員
（平成20（2008）年度）

0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  50　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　100 （％）

利用しようと思う 利用しない 無回答

37.6

65.4

57 .6

27 .9

4 .8

6 .7

男性従業員
（平成20（2008）年度）

女性従業員
（平成20（2008）年度）

0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50 　　　　　　　　　　　　　　　　　　100 （％）

利用しようと思う 利用しな い 無回答

【利用希望】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
       

 

 

  女性従業員の 65.4％が，今後

出産したときに，育児休業制度

を「利用しようと思う」と回答

していますが，「利用しない」と

回答した人も 27.9％に達してい

ます。 

  その主な理由としては，「上司 

 や同僚に気兼ね」（ 34.9％），

「会社の制度が整備されていな

いので申請しにくい」（28.9％）

などをあげています。 

  

 一方，男性従業員は，「利用し 

ない」と回答した人が 57.6％で， 

 その主な理由としては，「休業中

の収入が減少する」（36.9％），

「子どもの世話をしてくれる人

がいる」（36.2％）などとなって

います。   

   

   

  介護休業制度の利用希望につ

いては，女性従業員 69.9％，男

性従業員 60.3％となっています。 

  「利用しない」と回答した人は， 

 女性従業員 27.2％，男性従業員 

 35.9％で，その主な理由として， 

 女性従業員は「会社で介護休業 

 をとった例がない」（44.8％），

「上司や同僚に気兼ね」（40.1％） 

などを，男性従業員は「介護をし

てくれる人がいる」（36.1％），

「休業中の収入が減少する」

（32.5％）などをあげています。 

制度を利用しない主な

理由は，女性では両制度

ともに「上司や同僚に気

兼ね」，「制度が整備され

ていない」「会社でとっ

た例がない」が多く， 

男性では両制度ともに

「子どもの世話／介護

をしてくれる人がいる」，

「休業中の収入が減少」

が多い 

（「利用しない」と回答した従業員）複数回答 

【利用しない理由】 

【利用希望】 

【利用しない理由】 
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【利用希望】 

（「利用しない」と回答した従業員）複数回答 
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その他

特別養護老人ホーム等の施設を利用できる

勤務評定の低下に対する不安

有給休暇等で対応可能

仕事の能力低下に対する不安

介護をしてくれる人がいる

復職後同じ仕事に就けるか不安

在宅福祉サービスが利用できる

休業中の収入が減少する

会社の制度が整備されていないので申請しにくい

上司や同僚に気兼ね

会社で介護休業をとった例がない

女性従業員

男性従業員

(%)

 （注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社に勤務する女性従業員， 
男性従業員各 2,500 人 

 資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」 

利用希望 



 

  男性の育児休業制度利用に対する考え 
 

32.3

32.7

38.6

43.3

36.5

34.8

35.6

32.3

19.2

21.3

15.4

13.2

12.1

11.2

10.4

11.2

男性従業員
（平成20(2008)年度）

男性従業員
（平成17(2005)年度）

女性従業員
（平成20(2008)年度）

女性従業員
（平成17(2005)年度）

当然取得してもよい　　　　できれば取得した方がよい　　　　取得しない方がよい　　　　その他・無回答
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 子の看護休暇制度の規定の有無  
 〔事業主調査〕 
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ある ない

無回答制度として明文化されていないが，慣行としてある 検討中

（内　訳）

 
   子の看護休暇制度の利用状況〔平成 20（2008）年度〕 

 〔事業主調査〕 
 

いない
85.8%

無回答
3.3%

いた（男性のみ）
0.7%

いた（女性のみ）
7.8%

いた（男女とも）
2.4%

10.9%

 

【男性の育児休業】  

 

 

 
 
  男性の育児休業制度利用に対 

 して，「当然取得してもよい」 

 （女性従業員 38.6％，男性従業 

 員 32.3％），「できれば取得した 

 方がよい」（女性従業員 35.6％，  

 男性従業員 36.5％）と肯定的な 

 考え方が約７割を占めています。 

 
 
２ 子の看護休暇制度  

   

 
 
  子の看護休暇制度の規定が整 

 備されている事業所の割合は 

 36.6％と，平成 17（2005）年度

より 8.6 ポイント増加していま

す。 

  また，従業員規模の大きい事

業所ほど，整備率が高くなって

います。 

子の看護休暇制度は 

36.6％の事業所で整備 

男性が育児休業制度を利用           

することに肯定的な意見

は全体の約７割 

－11－

（注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社及びそこに勤務する女性従業員，
男性従業員各 2,500 人 

資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」 

【子の看護休暇】 
 小学校就学前の子を養育する男

女労働者が対象で，1 年に 5 日まで

病気やけがをした子の看護のため

に取得できます。平成 17（2005）
年 4 月に育児・介護休業法が改正施

行され，創設されました。 

【参考】

子の看護休暇制度の規定状況（全国） 
     平成 17（2005）年度  規定あり 33.8% 

 
子の看護休暇制度の利用状況（全国） 

平成 17（2005）年度   8.2％ 
 
（注）調査対象は，常用労働者 5 人以上を雇用している民営事業所のうち,10,025 事業所 
   子の看護休暇制度の利用状況：平成 17（2005）年 10 月 1 日において勤務している従業員で，

就学前までの子を持つ労働者がいる事業所のうち，平成 17
（2005）年 4 月 1 日から平成 17（2005）年 9 月 30 日までに子
の看護休暇を取得した者がいた事業所の割合 

資料：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」

（注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社及びそこに勤務する女性従業員，
男性従業員各 2,500 人 

   子の看護休暇制度の利用状況：平成 20（2008）年 6 月 1 日において勤務している従業員で，
子の看護休暇を取得した者がいた事業所の割合 

資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」 

男性の育児休業 

（平成 19（2007）年 4 月 1 日から平成 20（2008）年 3 月 31 日までの状況） 



 

  
 仕事と家庭の両立のために重要なこと 複数回答 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  保育所入所児童数（年齢別）の推移  
 

1.0

24.6

14.6

29.2

41.0

24.8

27.7

42.7

1.7

12.7

10.0

27.0

39.2

29.2

38.6

45.4

0.8

20.1

12.6

30.9

32.7

40.8

25.5

27.8

2.0

8.8

13.2

16.1

17.3

30.3

34.9

42.7

44.6

46.8

27.3

38.5

22.4

40.3
46.8

44.6

0 10 20 30 40 50

その他

子どもの看護休暇を

取得しやすくすること

短時間勤務制度の導入

育児・介護制度休業制度

を利用しやすくすること

保育施設や介護施設の

整備，サービスの充実

フレックスタイム制度など

柔軟な勤務体制の導入

育児・介護，家事等を

家族が分担

時間外労働を少なく

すること

職場の管理・監督者

や同僚の配慮，協力

年次有給休暇を取得

しやすくすること

４ 保育所入所児童数 
 
 
 
 
  平成 21（2009）年 4 月 1 日 

 現在の県内の保育所入所児童数 

 は，53,037 人と増加傾向とな 
 っており，待機児童数について 
 も，113 人と増加しています。 

入所児童数は増加傾向 

３ 仕事と家庭の両立  

 

 

  

 
  仕事と家庭の両立のために重

要なこととして，事業主，男女

従業員，パートともに，「年次有

給休暇を取得しやすくするこ

と」を上位にあげています。 

なお，女性従業員は「育児・

介護，家事等を家族が分担」が

最も多い回答（46.8％）となっ

ています。 

   

  

事業主・従業員ともに重要

と考えているのは，年次有

給休暇の取得しやすさ 

－12－

（注）各年 4 月 1 日現在 
資料：広島県健康福祉局調べ

（

人

）

51,570

57,800 58,010

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成10

（1998）

12

（1998）

14

（2002）

16

（2004）

18

（2006）

20

（2008）

21年

（2009）

保

育

所

入

所

児

童

数

   53,037

44,663
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３歳

定　員

０歳

(人) 

事業主 
 
女性従業員 
 
男性従業員 
 
パート 

(％) 

（注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社及びそこに勤務する女性従業員，
男性従業員，パート各 2,500 人 

  
資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」（平成 20（2008）年度） 

 
仕事と家庭の両立のために重要なこと 複数回答 

待機 

児童数 

 

平成 20 

 (2008)年 

   47 人 

 

平成 21 

 (2009)年 

  113 人 



 

 ■ 社会参画                                    
県・市町の議員の状況  
 

〔平成 20(2008)年 12 月 31 日現在〕  

女性議員 
区  分 議員総数 

（人） 人数（人） 割合（％）

県議会 65 （66）    5 （5）  7.7（7.6）

市町議会  577 （608）   48（49）  8.3（8.1）
市  431 （447）   38（39）  8.8（8.7）
町   146  （161）   10（10）  6.8（6.2）

（注）括弧内は前年同期 
資料：総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」 
 
 

県の行政委員会・審議会等委員の状況  
     〔平成 21(2009)年 6 月 1 日現在〕 

行政委員会・審議会等数 委員数 

女性が参画している 

委 員 会 ・ 審 議 会 
女性委員 

区 分 

総数
会数

割合 

（％） 

総数 

（人） 人数

（人）

割合 

（％）

行政委員会 
（地方自治法 

第180条の5関係）

9 
(9) 

7 
(7) 

77.8 
(77.8) 

71 
(71) 

12 
(12)

16.9 
(16.9)

審議会等 
51 

(53)
48 

(50)
94.1 

(94.3) 
1,111 

(1,141) 
295 

(299)
26.6 

(26.2)

 
５審議会※を

除く。 

46 
(48)

46 
(48)

100.0 
(100.0) 

873 
(906) 

290 
(294)

33.2 
(32.5)

（注）括弧内は前年同期 
      ※５審議会：法令等により構成員の職務分野が指定されている審議会 

   広島県交通安全対策会議，広島県石油コンビナート等防災本部， 
   広島県防災会議，広島県地方港湾審議会及び広島県国民保護協議会   

                           資料：広島県人事課，広島県教育委員会，広島県警察本部調べ 
 
 
 審議会等における女性委員の割合の推移（全国・県・市町） 

 

 
１ 県・市町の議員  
  

  

 
  
 
 

  平成 20（2008）年 12 月 31 
 日現在の女性議員の割合は，県

議会では 7.7％（5 人），市町議

会では 8.3％（48 人）となって

います。 
 
 
 
 
 
２ 県・市町の審議会等委員  
 
 
 
 
 

 政策・方針の立案や決定過程

への男女共同参画を促進するた

め，県は審議会等（地方自治法

第 138 条の 4 第 3 項の規定によ

り設置している附属機関）委員

へ積極的に女性を登用すること

としています。 
  この結果，県の審議会等委員 

 のうち女性委員の占める割合は，               
 「広島県男女共同参画基本計画 
 （第 2 次）」に掲げている平成 
 22（2010）年度の目標値 30％に 
 対して，平成 21（2009）年 6 月 
 1 日現在で 26.6％となっていま 
 す。 
 
  また，市町の審議会等委員の 
 うち女性委員の占める割合は， 
 平成 21（2009）年 4 月 1 日現在 
 で 24.1％となっています。 
 （市町の審議会等委員の状況に 
 ついては 62 ページ参照） 

（注） 県は 6 月 1 日現在 
    市町は 4 月 1 日現在 （ただし，平成 14(2002)年・平成 15(2003)年は 3 月 31 日現在） 
    平成 21（2009）年の全都道府県の数値は，内閣府が平成 21（2009）年秋に公表予定 
資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」， 
   広島県人事課，広島県人権男女共同参画課，広島県教育委員会，広島県警察本部調べ    

審議会等における女性委

員の割合は長期的には増

加傾向 

女性議員の割合は増加 
傾向 

－13－
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 県職員の採用状況   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 職員及び管理職の状況（全国・県･市町） 
 

   
区  分 総数（人） 女性（人） 男性（人） 女性割合（％）

職員数 6,761 1,979 4,782 29.3
県 

管理職 564 33 531 5.9
職員数 29,930 11,450 18,480 38.3

市町 
管理職 2,647 288 2,359 10.9

 
 
（注）職員数には，教員は含まない。 
   県の職員数は，知事部局，教育委員会事務局，議会事務局，各行政委員会，企業局 

及び病院事業局の一般職職員数（平成 19（2007）年からの職員数には，公立大学 
法人化に伴い県立大学教員は含まない。） 

   市町の職員数は，市町長部局，教育委員会事務局，議会事務局，各行政委員会等及び
公営企業の水道局等の一般職職員数 

       
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 

３ 県職員の採用 
 

  
 
 

  平成 21（2009）年度の県職 
員の採用者数は 54 人で，男女

の割合は半数（27 人）ずつとな

っています。 
  
 
 
 
 
 

４ 県・市町の職員及び管理職  
 
 
 
 
 

  平成 21（2009）年 4 月 1 日 

 現在の県職員は 6,761 人で， 

 女性職員 1,979 人（29.3％）， 

 男性職員 4,782 人（70.7％）と 
 なっています。 
  このうち管理職（課長・室長  
 相当職以上）にある女性職員は 
 33 人で，全管理職 564 人に占め 
 る割合は 5.9%となっています。 
 
  また，県内の市町職員は 
 29,930 人で，女性職員 11,450 
 人（38.3％），男性職員 18,480 
 人（61.7％）となっています。 
  このうち管理職（課長相当職 
 以上）にある女性職員は 288 人 
 で，全管理職 2,647 人に占める 
 割合は 10.9％となっています。 
  

県職員の採用者に占める

男女の割合は半々 

県，市町とも女性管理職の

割合は，長期的には増加 
傾向 

（注）各年 4 月 1 日現在
   採用者数：大学卒業程度試験，短期大学卒業程度試験，高校卒業程度試験及び 

身体に障害がある人を対象とした試験による採用者の合計（警察官 
試験による採用者は含まない。） 

資料：広島県人事委員会調べ 

－14－ 

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進
状況」，広島県人事課，広島県人権男女共同参画課，広島県教育委員会調べ 

〔平成 21(2009)年 4 月 1 日現在〕

（注）平成 21（2009）年 4 月 1 日現在の全都道府県の女性管理職割合は，
内閣府が平成 21（2009）年秋に公表予定 

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進
状況」，広島県人事課，広島県人権男女共同参画課，広島県教育委員会調べ 

〔 県 〕 

（職員の割合：％）                   （管理職の割合：％）
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   女性管理職の登用状況  

  〔事業主調査〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 全管理職に占める女性管理職の割合  
  〔事業主調査〕 
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５ 県内事業所の管理職 
 
 
 
 
 

  
 
 
  女性を管理職（課長相当職以

上）に登用している事業所の割

合は 40.8％で，平成 17（2005）
年度の 36.2％より 4.6 ポイント

増加しています。 
  また，全管理職に占める女性

管理職の割合は，平成 17（2005）
年 度 は 「 5 ％ 未 満 」 が 最 多

（42.6％）でしたが，平成 20
（2008）年度は「20％以上」が

最多の 42.7％となっています。 
   
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

女性管理職を登用してい

る事業所の割合は40.8％， 

全管理職に占める女性管

理職の割合は「20％以上」

が最多 

－15－

【参考】女性管理職を有する企業割合（全国）

 平成 18（2006）年度 
     部長相当職  8.8％ 
     課長相当職 21.1％ 

（注）調査対象は，本社において常用労働者 30 人以
上を雇用している民営企業のうち約 7,000企業

資料：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」 

 

（注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社 
   （平成 11（1999）年度は 2,000 社） 
資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」 
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女性職員割合（県内市町）
女性管理職割合

（県内市町） 

女性管理職割合 

（全市（区）町村）

〔 市町 〕 

（職員の割合：％）                （管理職の割合：％） 

（注）平成 21（2009）年 4 月 1 日現在の全市（区）町村の女性管理職割合は，
内閣府が平成 21（2009）年秋に公表予定 
全市（区）町村の女性管理職割合は，平成 14（2002）年から集計 

 
資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進 

状況」，広島県人事課，広島県人権男女共同参画課，広島県教育委員会調べ 



 

  
  女性を管理職に登用しない理由 〔平 成 ２０（２００８）年 度 〕 

 〔事業主調査〕 
（「登用していない」と回答した事業主） 複数回答 
 

10.3

1.4

44.6

31.3

17.2

16.8

13.1

9.7

0 10 20 30 40 50

その他

職場の人間関係が
うまくいかなくなる

仕事がきつく，
女性には無理

女性は勤続年数が短い

女性の業務が主として
補助的業務であるから

女性が希望しない

適当な職種，業務がない

十分な経験・能力を
有する女性がいない

（％）

  
 
 
 
 
 
 
 
 農林水産業における方針決定の場への女性参画状況  

 
                          〔平成 21(2009)年 4 月 1 日現在〕  

女 性  
区 分 総数 （人） 

人数 （人） 割合 （％） 
農協役員 404 （398） 9 （ 6） 2.2 （1.5）
農業委員 602 （659） 30 （29） 5.0 （4.4）
指導農業士 57 （ 61） 2 （ 2） 3.5 （3.3）
農業士 332 （360） 20 （27） 6.0 （7.5）
青年農業士 （ 46） （ 0） （0.0）
漁協役員 854 （859） 3 （ 3） 0.4 （0.3）

 
（注）括弧内は前年同期  

「青年農業士」は平成 21（2009）年度から「農業士」に統合 

  資料：広島県農林水産局調べ 

  
 
  女性を管理職に「登用してい 
 ない」主な理由は，「十分な経験 
 ・能力を有する女性がいない」， 
 「適当な職種，業務がない」               
 などとなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 農林水産業における方針決定 
  の場への女性の参画 
 
 
 
 
 
  農林水産業に従事する女性の 

 方針決定の場への参画状況は， 
 農協役員が 2.2%，農業委員が 
 5.0%，漁協役員が 0.4%などと 
 なっています。 
  

 

農林水産業における 

方針決定の場への 
女性参画状況は 10%未満 

（注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社 
資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」 
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人づくり 

 ■ 意  識                                    

  男女の地位の平等感  
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0                              50                                        100（％）

（注）調査対象は，県内在住の満 20 歳以上の県民 2,000 人 
資料：広島県「広島県政世論調査」（平成 20（2008）年度） 

１ 男女の地位 
 

 

 

 

   

   

   

  男女の地位の平等感につい

て，〔平等〕と回答した人の割合

は「学校教育の場」で 55.5％と

最も高く，次いで「法律や制度 

上」（ 34.2％），「家庭生活」 

（22.7％）となっています。 

  また，〔男性優遇〕（「男性の 

方が優遇されている」＋「どちらか

といえば男性の方が優遇されてい

る」）と回答した人の割合は，

「社会通念，慣習，しきたりな

ど」が 71.4％で最も高く，「社

会全体」（68.1％），「政治の場」 

（67.2％）と続いており，すべ

ての分野で〔女性優遇〕（「どち

らかといえば女性の方が優遇され

ている」＋「女性の方が優遇されて

いる」）を上回っています。 

「学校教育の場」と「法律や

制度上」を除くすべての分野

で，〔男性優遇〕と感じてい

る人の割合が半数以上 

【参考】社会全体における男女の地位の平等感（全国） 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」

職 場

学校教育の場

政治の場

法律や制度上

社会通念，慣習，しきたりなど

社会全体

〔男性優遇〕                〔女性優遇〕 
                                        わからない 
 
男性の方が    どちらかといえば     どちらかといえば  女性の方が    
優遇されている  男性の方が優遇      女性の方が優遇   優遇されている     

されている    平等   されている               無回答 

家庭生活
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 ■ 教  育                                    
  高等学校学科別男女の割合  

    
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  教員，校長，副校長・教頭に占める女性の割合  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教 員 数 校 長 副校長・教頭  
区  分 

総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性 
小学校 9,635 6,519 3,116 552 184 368 568 210 358
中学校 5,581 2,363 3,218 248 23 225 282 26 256
高等学校 5,740 1,678 4,062 138 3 135 190 8 182
特別支援学校 1,147 687 460 16 4 12 25 4 21
県全体 11,247 10,856 214 740 248 817
 割合（％） 

22,103 
50.9 49.1

954
22.4 77.6

1,065 
23.3 76.7

【参考】全国 477,264 504,987 4,790 32,712 6,484 36,425
 割合（％） 

982,251 
48.6 51.4

37,502
12.8 87.2

42,909 
15.1 84.9

 

１ 高等学校の生徒 
 

 
   
  
  
 学科別に見ると，「家庭に関

する学科」で，生徒数に占める

女性の割合が 92.4％と最も高

く，男性の割合が最も高いのは，

「工業に関する学科」の 89.9％
となっています。 

  
 
 
 
 
 
２ 教員の状況 
 

   
  
 
   
  
 

  平成 20（2008）年度の県内 
 の小・中・高等学校，特別支援  
 学校の教員数は，22,103 人で， 
 女性 11,247 人（50.9%），男性 
 10,856 人（49.1%）と，男女比 
 率はほぼ同率となっています。 
  このうち，女性管理職の状況 
 を見ると，校長は 22.4％，副校

長・教頭は 23.3%となっていま

す。 

女性は「家庭に関する学科」

で，男性は「工業に関する学

科」で，割合が最大 

教員数の男女比率は 

ほぼ同率 

女性管理職の割合は 

校長 22.4％， 

副校長・教頭 23.3％  

（注）国立・公立・私立のすべてを含む。  
資料：広島県教育委員会「公立学校基本数」（平成 20（2008）年度） 
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（単位：人）

（注）国立・公立・私立の小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の計  
資料：文部科学省「学校基本調査報告書」（平成 20（2008）年度） 
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 複数回答 

  ■ 家  庭                                    
  
  １日の行動の種類別総平均時間数 

  

 
２ 男性の家事等への参加 

  

  

 

 

 

  男性が家事，子育て，介護， 

 地域活動に参加するために必 

 要なことについて，「夫婦や家 

 族間でのコミュニケーション 

 をよく図ること」と回答した 

 人の割合が男女共に最も高く， 

 次いで，「男性自身の抵抗感を 
 なくすこと」となっています。 

（注）調査対象は，平成 12 年国勢調 
   査調査区のうち，県内 120 調 
   査区の中から無作為に抽出し 
   た約 1,400 世帯に居住する 10 
   歳以上の世帯員 
資料：総務省「社会生活基本調査」 

   （平成 18（2006）年） 

１ １日の生活時間 
  

 

 

 
 

  県内の男女の１日の行動時 

 間を比較すると，２次活動の時 

 間の使い方では男女間に大き 

 な違いが現れています。 

  年齢別に見ると，特に 25～ 

 64 歳の各年齢では，男性の家 

 事関連の時間は女性に比べて 

 短く，仕事関連の時間が長くな 

 っています。 
  

  

 

２次活動の時間の使い方では，

男性の家事関連の時間は 30 分

程度 

「夫婦や家族間でのコミュニ

ケーションをよく図ること」と 
回答した人の割合が最多 

  
 1 次活動：睡眠，食事など生理的に必要な 
      活動 
 2 次活動：仕事，家事など社会生活を営む 
      上で義務的な性格の強い活動 
 3 次活動：1 次，2 次活動以外の各人が自由

      に使える時間における活動 

－19－

（注）調査対象は，県内在住の満 20 歳以上の県民 2,000 人 
資料：広島県「広島県政世論調査」（平成 17（2005）年度） 

男性が家事，子育て，介護，地域活動に参加するために必要なこと                           
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　　　　　　　　　　　　　　をよ く図る こと

男性自身の抵抗感を

　　　　　　　なくす こと

　男性が参加す る ことに対して，

社会の中での評価を高める こと

　夫婦の役割分担等についての

当事者の考え方を尊重す る こと

労働時間短縮や休暇制度を普及し

仕事以外の時間の拡大を図る こと

男性が家事等に関心を高め る よ うな，
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（ネットワー ク）づ くりをす す める こと

研修や講座の開催によ り，男性の

　　　　 家事等の技能を高める こと

女性の側の抵抗感をなくす こと

その他

女性

男性

 (%)

男女，年齢別の２次活動の生活時間  
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育児

仕事関連（通勤・通学，仕事）

その他の家事関連（家事，介護・看護，買い物）

（時間.分）

（注）   調査対象は，平成 12 年国勢調査調査区のうち，県内 120 調査区の中から無作為に抽出 
した約 1,400 世帯に居住する 15 歳以上の世帯員 

資料：   総務省「社会生活基本調査」（平成 18（2006）年） 
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安心づくり 

 ■ 健  康                                    
 母子保健関係指標の推移  

 
 

 
 
 
 

１ 母子保健 
  

  
 
 
   

  女性は，妊娠や出産の可能性 
 があることから，ライフサイク 
 ルを通じて，男性とは異なる健 
 康上の問題に直面することがあ 
 ります。 
  周産期，乳児及び新生児の死  

亡率の動向を見ると，いずれ

の指標も年々減少しています。

また，近年では横ばい傾向にあ

り，全国に比べて概ね低くなっ

ています。  

周産期，乳児及び新生児 
の死亡率は近年は横ばい 
傾向 

【周産期死亡率，乳児死亡率児の推移（全国・県）】 

【妊産婦死亡率の推移（全国・県）】 

（注） 
周産期死亡率＝年間の周産期死亡数（※）÷年間の出産（出生＋妊娠満22週以後の死産）数×1,000

※妊娠満22週（154日）以後の死産に早期新生児（生後１週未満）死亡を加えた
もの。 

乳 児 死 亡 率      ＝{年間の乳児（生後1年未満）死亡数÷年間の出生数}×1,000 
新生児死亡率＝{年間の新生児（生後4週（28日）未満）死亡数÷年間の出生数}×1,000 
妊産婦死亡率＝{年間の妊産婦死亡数（※）÷年間の出産（出生＋死産）数（又は年間の出生数）}

×100,000 
       ※妊娠中又は妊娠終了後満42日未満で妊娠等が原因の死亡 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
（平成20（2009）年の数値については「人口動態統計月報年計（概数）」） 
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 ■ 男女間の暴力，セクシュアル・ハラスメント                        
 
 こども家庭センター等における女性に関する相談件数等の推移  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
こども家庭センター等における相談件数等の状況（平成 20（2008）年度） 
区 分 件 数 （件） 割 合（%）  区 分 件  数（件） 割   合（%）

面接相談 2,321（2,328） －  一時保護 134（160） － 
うち暴力逃避 970 （907） 41.8（39.0）   うちDV 94（120） 70.1(75.0)

電話相談 4,324（4,198） －   

うち暴力逃避 1,581（1,566） 36.6（37.3）  

相談合計 6,645（6,526） －  

うち暴力逃避 2,551（2,473） 38.4（37.9）  

 

 
 
 
   「エソール広島」相談事業における件数の推移  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（注）括弧内は前年同期
資料：広島県健康福祉局調べ 

１ 相談件数等 
 
 
 
 
  こども家庭センター及び婦人

相談員設置市における平成 20
（2008）年度の相談件数は 6,645
件で，前年度より 119 件（1.8％）

増加しています。相談件数のうち

暴力逃避（配偶者等，子，親，その

他の親族及びその他の者による身

体的，精神的又は性的暴力被害）に

関する相談は 2,551 件で，38.4％
を占めています。 

また，一時保護は 134 件で，前

年度より 26 件（16.3％）減少して

おり，そのうちＤＶ（ドメスティ

ック・バイオレンス。 41 ページ参

照）に関するものは 94 件で 70.1％
を占めています。 

 
  平成 20（2008）年度に広島県 
 女性総合センター「エソール 
 広島」に寄せられた相談は，電 
 話相談が 1,888 件，面接相談が 
 97 件となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

こども家庭センター等に

おける相談件数等は増加 
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「エソール広島」相談事業における件数の状況（平成 20（2008）年度） 
区  分 件 数(件) 割 合(%) 
電話相談 1,888 － 

うちＤＶ 174 (217) 9.2（11.8） 

面接相談 97 － 

うちＤＶ 28 (14） 28.9（18.9） 

相談合計 1,985 － 

うちＤＶ 202 (231） 10.2（12.1） 

（注）括弧内は前年同期 
資料：（財）広島県女性会議調べ



 

 （「セクハラを受けた」と回答した従業員）  複数回答  

  「性犯罪相談１１０番」の受理件数  
                                   〔平成 20（2008）年 1 月～12 月計〕 

内      容 件 数 (件) 割 合 (％) 
性犯罪の被害申告に関するもの     1（10）   1.6（ 8.4）
過去の性犯罪被害の悩みに関するもの      6（ 4）  9.8（ 3.4）
性的ないやがらせに関するもの      5（ 3）   8.2（ 2.5）
精神的な悩みに関するもの      4（ 3）   6.6（ 2.5）
男女の性に関するもの     12（ 3） 19.7（ 2.5）
事件容疑情報    23（17） 37.7（14.3）
つきまとい行為に関するもの      0（ 4）   0.0（ 3.4）
男女間暴力      1（ 2）   1.6（ 1.7）
上記以外の相談      9（73）  14.8（61.3）
   合  計  61（119） 

女性    47（46）  77.0（38.7）
男性    14（15）  23.0（12.6） 

 
不明     0（58）   0.0（48.7）

（注）括弧内は前年同期  資料：広島県警察本部調べ  
 

 職場におけるセクハラの有無の認識  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   本人のセクハラ被害の有無  

 
 
 
 
 
 
 
   〔男性従業員，パート（男性）調査〕 

  
  セクハラの内容〔平成２０（2008）年度〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

9 .4
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7.1

21.4

14.3

42.9

57.1

28.6

10.3
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ヌード写真や雑誌を職場で見た

性的な誘いを受けた

酒席等でお酌やデュエットを強要された

執ように食事やデートに誘われた

容姿や体型について性的に話題とされた

性的な話，質問をされた

不必要に身体を触られた

女性従業員，パート(女性）

男性従業員，パート（男性）

(%)

２ 性犯罪 
 
  
 
  平成 20（2008）年の「性犯罪

相談 110 番」の電話相談件数は

61 件となっており，前年と比較

すると，大幅に減少しています。 
 
 
 
 
 
 
３ セクシュアル・ハラスメント  
   
  
   

 
 
 
   

  パートを含む男女従業員とも，             

それぞれ約２割が，セクシュア 

ル・ハラスメント（ 42 ページ参 

照）が「あった」，「あったと思 

う」と回答しています。 
 
  また，パートを含む女性従業

員の 9.4％，男性従業員の 1.8％
が「セクハラを受けた」と回答

しており，内容では，女性従業

員からは「不必要に身体を触ら

れた」（55.6％）との回答が，男

性従業員からは，「性的な話，質

問をされた」（57.1％）との回答

が最も多くなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パ ー ト を 含 む 女 性 の

9.4％，男性の 1.8％が「セ

クハラを受けた」と回答 

（注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社及びそこに勤務する女性従業員，
男性従業員，パート各 2,500 人 

資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」   
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有無と内容 

電話相談件数は 61 件 
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〔事業主調査〕（「セクハラ防止対策を講じている」と回答した事業主）複数回答  

（「セクハラがあった」と回答した事業主，従業員）複数回答  
セクハラの原因〔平成２０（2008）年度〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  セクハラ防止対策の有無  
〔事業主調査〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  セクハラ防止対策の内容〔平成２０（2008）年度〕 
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(%)

 
 
 
 
 
 
 

 

セクシュアル・ハラスメント

が生じる主な原因は，事業主・

従業員ともに，「依然として男

女や個人に意識の差がある」と

の回答が最も多く，次いで「性

的言動を不快に思うことが分か

っていない」，「男性の意識が低

い」となっています。 

   

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 事業主は男女雇用機会均等

法（27 ページ参照）により，セ

クシュアル・ハラスメント防止

対策を講じるよう定められて

おり，事業主の 31.6％が防止対

策を講じています。 
  内容では，「就業規則等への 

明文化」が62.4％と最も多く， 次
いで「相談への迅速かつ適切な

対応」が 46.3％となっていま

す。 

防止対策を講じている 

事業主の割合は 31.6％ 

防止対策 

原 因 

事業主・従業員ともに，依

然として男女や個人に意

識の差があることが原因

と回答 

－23－

（注）調査対象は，広島県内の本所事業所 2,500 社（平成 11（1999）年度は 2,000 社） 
及びそこに勤務する女性従業員，男性従業員，パート各 2,500 人（平成 11（1999）
年度は 2,000 人） 

資料：広島県「広島県働く男女の雇用環境実態調査」   



 

２ 県の男女共同参画に関する指標 
 

数  値 
項  目 

本 県 全 国 

全国

順位
(注１)

調査時点 出 典 

総人口  2,864,167 人 127,066,178 人 12 

女 性 1,477,512 人 64,948,883 人 12 
 

男 性 1,386,655 人 62,117,295 人 12 

平成 20 
(2008)年 

3 月 31 日 

総務省 
「 住 民 基 本 台

帳人口要覧」 

６５歳以上人口   639,903 人 27,411,466 人 11 

女 性  373,802 人 15,777,087 人 11 
 

男 性  266,101 人 11,634,379 人 12 

１５歳未満人口   399,245 人 17,302,784 人 12 

女 性  194,528 人 8,437,667 人 12 
 

男 性  204,717 人  8,865,117 人 12 

平成 20 
(2008)年 

3 月 31 日 

総務省 
「 住 民 基 本 台

帳人口要覧」 
（広島県人権男女

共同参画課調べ） 

世帯数  1,209,084 世帯 52,324,877 世帯 11 
平成 20 

(2008)年 
3 月 31 日 

総務省 
「 住 民 基 本 台

帳人口要覧」 

１世帯当たり人員  2.37 人 2.43 人 36 
平成 20 

(2008)年 
3 月 31 日 

総務省 
「 住 民 基 本 台

帳人口要覧」 
（広島県人権男女

共同参画課調べ） 

３世代同居率 6.8％ 8.6％ 39 
平成 17 

(2005)年 
10 月 1 日 

総務省 
「国勢調査」 
（広島県人権男女

共同参画課調べ） 

平均寿命 ― ― ― 

女 性 86.27 歳 85.75 歳  8 
 

男 性 79.06 歳 78.79 歳 13 

平成 17 
(2005)年 

厚生労働省 
「都道府県別生命

表」 

平均初婚年齢  ― ― ― 

女 性 28.0 歳 28.5 歳 26 
 

男 性 29.7 歳 30.2 歳 30 

婚姻率（人口千対） 5.8 人 5.8 人  9 

離婚率（人口千対） 1.88 人 1.99 人 26 

平成 20 
(2008)年 

厚生労働省 
「 人 口 動 態 統

計 月 報 年 計 」

（概数） 

－24－



 

 

数  値 
項  目 

本 県 全 国 

全国

順位
(注 1)

調査時点 出 典 

出生率（人口千対） 9.0 人 8.7 人  8 

合計特殊出生率  1.45 人 1.37 人 12 

死亡率（人口千対） 9.6 人 9.1 人 27 

平成 20 
(2008)年 

厚生労働省 
「 人 口 動 態 統

計 月 報 年 計 」

（概数） 

就業率 56.9％ 56.0％ 22 

女 性 46.4％ 45.5％ 22 
 
男 性 68.3％ 67.3％ 20 

平成 17 
(2005)年 

10 月 1 日 

総務省 
「国勢調査」 
（広島県人権男女

共同参画課調べ） 

共働き率 46.1％ 44.4％ 29 
平成 17 

(2005)年 
10 月 1 日 

総務省 
「国勢調査」 
（広島県人権男女

共同参画課調べ） 

月間総実労働時間数 
（事業所規模５人以上） 153.3 時間 150.7 時間 25 

女 性 131.6 時間 130.5 時間 35 
 

男 性 168.5 時間 165.5 時間 23 

月間現金給与総額 
（事業所規模５人以上） 332.7 千円 330.3 千円  5 

女 性 207.9 千円 209.9 千円 13 
 

男 性 419.3 千円 419.6 千円  6 

平成 19 
(2007)年 

厚生労働省 
「 毎 月 勤 労 統

計調査年報」 

平均勤続年数 （注２） 12.9 年 11.6 年  4 

女 性 8.5 年 8.6 年 35 
 

男 性 14.7 年 13.1 年  2 

平成 20 
(2008)年 

厚生労働省 
「 賃 金 構 造 基

本 統 計 調 査 結

果（都道府県別

速報）」 

高等学校等進学率  97.5％ 97.8％ 38 

女 性 97.7％ 98.1％ 40 
 

男 性 97.2％ 97.6％ 37 

大学等進学率 61.6％ 52.8％ 3 

女 性 62.5％ 54.3％ 3 
 

男 性 60.8％ 51.4％ 2 

平成 20 
(2008)年度 

文部科学省 
「学校基本調査報

告書」 

（注） 全国順位は，全都道府県の数値を降順に並べ替えたものの順位である。 
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第 ２ 部 

 

平成 20（2008）年度に 

県 が 実 施 し た 主 な 施 策 

 

 

 

 



１ 男女共同参画施策の実施状況 
 
    環環  境境  づづ  くく  りり                                                      

 

 

 

 

 

 

  
 
１ 働く場における男女共同参画の推進 
 

 

○ 積
※1

極的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進に向けた啓発，具体的なモデルや成果

の普及啓発 

○ 次
※2

世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・実施の促進 

○ 事業主に対する，労働条件の整備や育児・介護休業の取得など働きやすい職場環境の整

備・推進に向けた啓発 

  ○ 育児・介護休業等からの職場復帰者への支援や育児，介護等を理由とした退職者の再就職

に向けた支援の充実 

  

（１）男女の均等な機会と待遇の確保に向けた雇用環境の整備 

 

 

○ 労働基準法，男
※3

女雇用機会均等法等に対する社会一般の理解を深めるとともに，法の定着

の促進を図るため，関係機関・団体等との連携により，男女雇用機会均等月間である 6月に

事業主等を対象にセミナーを開催しました。               （商工労働局） 
 

＜「男女雇用機会均等セミナー」開催状況＞ 

開  催  日  開 催 地 参加者数（人） 

平成 20（2008）年 6月 18 日 広 島 市 ８０ 

平成 20（2008）年 6月 19 日 福 山 市 １８０ 

 

 

※1 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）：男女間の参画の機会の格差を是正するため必要な範囲内において，男女のいずれか一方に対

し，当該機会を積極的に提供すること。特に雇用の分野では，男女労働者の間に事実上生じている差がある場合，それを解消するために

企業が行う自主的かつ積極的な取組のことをいう。 

※2 次世代育成支援対策推進法:地方公共団体及び一定の事業主に対して，次世代育成支援対策（少子化対策）を平成 17（2005） 

年度から１０年間で集中的・総合的に推進するための行動計画（一般事業主行動計画）の策定を義務付けた法律。 

※3 男女雇用機会均等法（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律）：雇用の分野において，男女の

意欲・能力に応じた均等な機会や待遇を確保するため，昭和 61（1986）年に施行。平成 11（1999）年には，募集・採用，配

置，昇進等における女性に対する差別の禁止などを盛り込んだ改正法が施行された。また，平成 19（2007）年 4 月 1 日から，

「性別による差別禁止の範囲の拡大」，「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止」などを盛り込んだ改 正法が施行された。 

重点項目 

○ 男女が対等な構成員としてその個性と能力を十分に発揮し，いきいきと働くことが

できる環境の整備 

○ 男女が共に安心して子育てや介護をしながら働き続けることができる環境の整備 

   特に，多様な働き方や，男性も含めた｢働き方の見直し｣が可能となる環境の整備 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策

平成 20(2008)年度の実施状況 
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○ 職場における実質的な格差の是正を図り，女性の能力発揮支援や積極的な登用など，企業

におけるポジティブ・アクションを促進するため，だれもがいきいきと働くことができる職

場づくりに向け，女性労働者等を対象にしたセミナーを開催しました。   （商工労働局） 
 
  ＜「働く女性のポジティブ・アクション推進 セミナー」開催状況＞ 

 
開   催   日 開 催 地  参加者数（人） 

平成 20（2008）年 12 月 2日 広 島 市 １０２ 
 

 

（２）職業生活と家庭生活が両立できる環境の整備 

 

 

○ 次世代育成支援対策を総合的に推進していくため，「
※4

未来に輝くこども夢プラン」に掲げ

る施策を積極的に推進しました。                    （健康福祉局）（商工労働局） 

 

（具体的な取組） 

・ 育
※5

児・介護休業法等の周知徹底を図るとともに，「両立支援企業応援コーナー」を設置し，

一般事業主行動計画の策定・実施を促進しました。                     （商工労働局） 
 

  ・ 男女が共に働きやすい職場環境と次世代育成支援社会に向けた取組状況を把握するための

調査を実施するとともに，仕事と家庭の両立に取り組む企業を登録し，県のホームページ

などでその企業の取組内容を紹介しました。    

       特に，平成 20(2008)年度は，平成 21(2009)・22(2010)年  
度の建設工事入札参加資格審査において，登録企業を加点評価することとし， 
価することとし，建設業者の仕事と家庭の両立支援の取組を                

推進しました。             （商工労働局） 
 
 
 
 
  

※4 未来に輝くこども夢プラン：子どもが健やかに生まれ，育成される環境づくりを推進する上での基本理念，基本的視点及び

その実現に必要な施策を明らかにしたもので，次世代育成支援対策推進法第９条第１項に基づく県の行動計画。 

計画期間：平成 17（2005）～21（2009）年度。 

※5 育児・介護休業法 （育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律）:少子化対策の一環として， 

平成 4（1992）年に施行された育児休業法に介護休業制度を導入して平成 7（1995）年に制定，平成 11（1999）年 4 月からす

べての事業所を対象に施行。平成 13（2001）年には，休業の申出や取得を理由とする不利益取扱いの禁止，平成 16（2004）

年には育児・介護休業の対象労働者の拡大や子の看護休暇などを盛り込んだ改正が行われた。      

男女雇用機会均等月間 【毎年 6月】昭和61（1986）年度から実施 

 平成20（2008）年度のテーマ         

  「～女性のプラスは企業のプラス～ ＤＯ！ポジティブ・アクション！！」 

  平成21（2009）年度のテーマ  

「広がる未来 創るのは 会社と私－ きっかけは ＤＯ！ポジティブ・アクション！ －」

平成 20(2008)年度の実施状況 

（登録マーク）

 

－28－ 



       

・ 仕事と家庭の両立がしやすい職場環境の整備を促進するため，仕事と家庭を考える月間で

ある 10 月に事業主等を対象にセミナーを開催しました。                 （商工労働局） 
 
＜「両立支援対策セミナー」開催状況＞ 

開   催   日 開 催 地 参加者数（人） 
平成 20（2008）年 10 月 16 日 広 島 市 １３５ 

平成 20（2008）年 10 月 17 日 福 山 市  ７２ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
・ 男女が共に，子育てをしながら安心して働き続けることができるよう，一時預かりや休日保

育，病児・病後児保育など，多様なニーズに対応した保育サービスを充実させるとともに，  
地
※6

域子育て支援センターや放
※7

課後児童クラブ・放
※8

課後子ども教室の設置など，市町が実施する

「子育てサービス事業」に対する支援を行いました。           （健康福祉局）（教育委員会） 
 

＜主な保育・子育てサービス関係事業の実施状況＞  
平成 20(2008)年度 

区          分 
市町数 実施か所数 

一 時 預 か り 事 業 ２１ ２１４ 

休 日 保 育 事 業    ４     ７ 

病 児 ・ 病 後 児 保 育 事 業 １２ ２４ 

地 域 子 育 て 支 援 セ ン タ ー 事 業 ２３ ８１ 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） ２２ ４７０ 

放 課 後 子 ど も 教 室 設 置 事 業 １７ １４２ 

 
 
 
 
 
 
 
 

       ※6 地域子育て支援センター：育児不安などについての相談を受けたり，子育てサークルなどの活動拠点となる施設。保育所    

     などに併設されている。 

※7 放課後児童クラブ：児童福祉法に基づいて保護者が就労等により昼間家庭にいない主に小学校低学年の児童を対象に，放      

 課後や長期休業期間などに児童館や学校の余裕教室，公民館等を利用して，適切な遊びや生活の場を与えて健全な育成を図   

 るもの。 

※8 放課後子ども教室：安全・安心な子どもの活動拠点を設け，地域住民の参画を得て，勉強やスポーツ・文化活動，交流活 

  動等の取組を推進するもの。 

仕事と家庭を考える月間 【毎年 10 月】 平成7（1995）年度から実施 

 平成20（2008）年度の目標   

１ 柔軟かつ効率的な働き方によるワーク・ライフ・バランスの実現 

２ 一般事業主行動計画の策定・届出の促進 

３ 男性も含めた育児休業の取得促進 など 
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・ 男女労働者が職業生活と家庭生活を両立させ，地域活動へも積極的に参画できるよう，勤務

時間の短縮やボランティア休暇制度の導入等について事業主に対する普及啓発に努めるとと

もに，行政及び労使の代表が，連携して仕事と生活の調和に向けた取組を行うことを宣言する

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けて（広島県四者宣言） 」に調

印しました。                                              （商工労働局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

      ・ 地域における子育て環境を創出し，保護者の孤立化や児童虐待を防止するため，（
※9

財）ひろ

しまこども夢財団が実施する事業に対して補助することにより，子育て家庭の支援や相談に応

じる人材の養成，サークル間のネットワークづくりを目的とした交流会の実施など，地域社会

全体で子育てを支えるための環境づくりを支援しました。               （健康福祉局） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※9（財）ひろしまこども夢財団：安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを民間の立場から推進するため， 

平成 8（1996）年 2 月に県が設立した財団法人。 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けて（広島県四者宣言） 」  

 宣言日    平成 20 年 6 月 13 日 

 宣言文署名者 連合広島会長，広島県経営者協会会長，広島労働局長，広島県知事 

  取組内容    ①労使で話し合う場の設定及び活性化 

                ②多様な働き方が選択できる環境の整備 

        ③長時間残業の削減と年次有給休暇を取得しやすい環境整備   
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（３）多様な働き方を可能にする雇用環境の整備 

 

 

○ パートタイム労働者や派遣労働者の適正な処遇，労働条件が確保されるよう，パ
※10

ートタイム

労働法や労
※11

働者派遣法等の周知を図りました。                              （商工労働局） 

 

○ 女性のチャレンジ支援関連の情報提供や，女子高校生に将来の多様な進路選択を考えるきっ

かけとしてもらうことを目的としたチャレンジセミナー及び経済的に困難な状況にある女性

を対象としたパソコン講座を開催した
※12

(財)広島県女性会議（資料編 76～77 ページ参照）を支援

しました。 

また，母子家庭の母等の仕事と家庭の両立を支援するための職業訓練（知識等習得訓練）を

民間教育訓練機関等に委託し，実施しました。             （環境県民局）（商工労働局） 

  

   ＜女子高校生向け出前チャレンジセミナー（平成 21（2009）年 3月 17 日）開催状況＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 仕事と家庭の両立支援に取り組む企業を集めた合同就職面接会を開催し，出産・育児などで

離職し再就職を希望する女性を支援しました。                      （商工労働局） 
＜女性の再チャレンジ支援（合同就職面接会）開催状況＞ 

開   催   日 開 催 地 参加者数（人） 
平成 20（2008）年 6月 20 日 広 島 市 ８９ 

平成 20（2008）年 9月 4 日 広 島 市 １８９ 

平成 20（2008）年 9月 11 日 福 山 市 １３０ 

平成 21（2009）年 3月 4 日 広 島 市  ９７ 

 
 
 
 
 
 
 
  

※10 パートタイム労働法（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律）:適正な労働条件の確保，その他の雇用管理の改

善により，短時間労働者の能力発揮と福祉を図るため，平成 5（1993）年に制定。平成 19（2007）年に雇入れ時の労働条件

明示の義務化や通常の労働者との均衡の取れた待遇の確保等を図る内容の改正が行われた。 

※11 労働者派遣法（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律）：労働者派遣事業

の適正な運営と派遣労働者の保護や雇用の安定を図るため，昭和 60（1985）年に制定。平成 19（2007）年までに，対象業務

の原則自由化，派遣労働者の権利保護，派遣受入期間の延長や派遣対象業務の拡大などを盛り込んだ改正が行われた。 

※12（財）広島県女性会議：男女共同参画社会づくりを推進するため，昭和 63（1988）年に県と女性団体が設立した財団法人。 

 

平成 20(2008)年度の実施状況 
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○ ワンストップ雇用労働情報サイト「わーくわくネットひろしま」や「ひろしまジョブサイト」

により，求人情報や就職支援情報などの雇用労働に関する幅広い情報を提供しました。 

また，あらゆる世代の就業活動を幅広く支援するため，若年者の就業支援を行う「ひろしま

若者しごと館」を，シニア・ミドル世代に対する就業支援等の機能を加えて関係機関と連携・

運営する「ひろしましごと館」に拡充しました。             （商工労働局） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）農林水産業及び商工業等の自営業における男女共同参画の推進 

 

 

○ 農林水産業や商工業等の自営業において，経営方針等の立案及び決定過程への女性の参画が促

進されるよう，様々な機会を通じて啓発を行うとともに，商工会議所等の女性部活動事業に対す

る支援や農山漁村地域の女性団体等の取組・活動状況の広報を行いました。 

（環境県民局）（商工労働局）（農林水産局） 
 

（５）女性の起業・経営活動に向けた環境の整備 

 
 

  ○ 小規模事業者の技術・経営管理能力の向上を図るため，広島県商工会連合会が事業者の要請に

応じて専門家を派遣する取組や，商工会議所等が経営指導員の資質向上を図るために実施する研

修を支援しました。                            （商工労働局） 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 20(2008)年度の実施状況 
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平成 20(2008)年度の実施状況 

 ワンストップ雇用労働情報提供システム ～インターネットによる迅速・的確な情報提供～

「わーくわくネットひろしま」（パソコン版，携帯電話版） 

 

 

 

 

 

 

 
 

パ ソ コ ン http://www.work2.pref.hiroshima.jp/ 

携帯サイト http://www.work2.pref.hiroshima.jp/k/ 

 

求職者向け 
求人情報，Ｕ・Ｉターン，              

多様なワークスタイル，起業支援，

生活支援，障害者への支援 など 

学生向け 
 就職ガイダンス情報，就業相談 

窓口，インターンシップ，求人 

情報など 

労働者向け 
 雇用労働情報コーナー，勤労者

福祉･福利厚生,労働大学,職場に

おける男女均等の取扱いなど

事業主向け 
 助成金データベース，職業能力

開発，障害者雇用，高年齢者雇用

など



２ 地域社会活動における男女共同参画の推進 
 

 

○ 男女の地域活動への参画拡大に向けた，コーディネート等の支援など，地域づくりを担うボラ

ンティア，Ｎ
※13

ＰＯ，住民自治組織等が活動しやすい環境の整備  

 

（１）政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の促進  
 
 

○ 政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の機会の確保に向けて積極的な取組が推進さ

れるよう，様々な機会を通じて啓発を行いました。  

  また，市町の行政委員会・審議会等委員などにおいても，政策・方針の立案及び決定過程への 

女性の参画が促進されるよう機会をとらえて啓発を行ったほか，政策・方針決定の場へ参画でき

る人材を育成するために（財）広島県女性会議が実施する「エソールひろしま大学」の運営を支

援しました。              （総務局）（環境県民局）（教育委員会）（警察本部）        
 

＜エソールひろしま大学（基礎講座）修了者数等＞ 
総数（人） 広島校（人） 福山校（人） 

区 分 受講者数 
(うち男性) 

修了者数

(うち男性)
受講者数

(うち男性)
修了者数

(うち男性)
受講者数

(うち男性)
修了者数 

(うち男性) 
開講期間 

第３期 
２４ 

(３) 

２１ 

(３) 

１７ 

(３) 

１５ 

(３) 

７ 

(０) 

６ 

(０) 

平成 20(2008)年 10 月

～21(2009)年 3 月 

第１～３期 

累 計 

１００

(１４) 

８６ 

(１３) 

６９ 

(１０)

５８ 

(１０) 

３１ 

(４) 

２８ 

(３) 
 

   
 

         ＜エソールひろしま大学（応用講座）修了者数等＞ 
総数（人） 広島校(人) 福山校(人) 

区 分 受講者数 
(うち男性) 

修了者数

(うち男性)
受講者数

(うち男性)
修了者数

(うち男性)
受講者数

(うち男性)
修了者数 

(うち男性) 
開講期間 

第２期 ２９ 

(５) 

２６ 

(５) 

１７ 

(３) 

１４ 

(３) 

１２ 

(２) 

１２ 

(２) 

平成 20(2008)年 4 月 

～20(2008)年 9 月 

第１～２期 

累 計 
８０ 

(９) 

６６ 

(９) 

４５ 

(６) 

３９ 

(６) 

３５ 

(３) 

２７ 

(３) 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

※13ＮＰＯ（Non Profit Organization）：民間非営利組織。継続的，自発的に社会貢献活動を行う，営利を目的としない団体

の総称 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策

平成 20(2008)年度の実施状況 
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（２）地域社会活動における男女共同参画の推進 
 

 

○ ＮＰＯ活動に対する理解を深め参加を促進するため，ＮＰＯに関する情報発信及び法人 

制度の普及啓発を行うとともに，住民自治活動の活性化のため，市町が実施する地域づく 

りリーダー研修や地域課題解決のためのワークショップの開催などを支援しました。 

  また，地域住民が自主的に道路・河川の清掃や草刈等を行う「
※14

アダプト活動」を支援し 
ました。                   （企画振興局）（環境県民局）（土木局） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ※14 アダプト活動：アダプトが「養子縁組」をするという趣旨から，住民や企業などの団体が道路や河川などの清掃をボラ

ンティアで行い，わが子のように面倒をみる活動。 

平成 20(2008)年度の実施状況 
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３ 男女共同参画の推進に向けた体制の整備 
 

 

○ 市町の取組の積極的な支援，産学官連携による男女共同参画の推進 
 

（１）県の推進体制の充実等 

 

    

○ 広島県男女共同参画審議会（資料編 69 ページ参照）の意見を踏まえ，男女共同参画推進本部

（資料編 72～73 ページ参照）を中心とした各局部の緊密な連携の下に，「広島県男女共同参画基

本計画（第２次）」（資料編 70～71 ページ参照）に掲げる施策を積極的に推進しました。        

（環境県民局） 
＜広島県男女共同参画審議会開催状況＞ 

開 催 日 審 議 事 項 

平成 20（2008）年 8月 22 日 今後の男女共同参画に関する施策等について 

 
（２）広島県女性総合センター「エソール広島」の充実・強化 

  

 

○ 広島県女性総合センター「エソール広島」において，（財）広島県女性会議が実施する情報・  
   研修・相談・交流・チャレンジ支援の５部門を柱とする各種事業を支援するとともに，事業連  
   携を図りました。                             （環境県民局） 

 

（３）市町等との連携強化・取組支援 

  
 

○ 地域の実情に応じた男女共同参画に関する主体的な取組を促進するため，市町，関係団体及び

企業の男女共同参画担当者などを対象に，先進的取組事例の紹介等を行う「元気な地域づくりと

男女共同参画」研修会を県内２か所（広島市と尾道市）で開催しました。     （環境県民局） 
（市町における取組の詳細は，第４部 61～66 ページ参照）        

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20(2008)年度の実施状況 

平成 20(2008)年度の実施状況 

平成 20(2008)年度の実施状況 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策



＜「元気な地域づくりと男女共同参画」研修会開催状況＞ 

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

                              

 
 

「だれでもわかる男女共同参画のいろはと広報」            

開 催 日：平成 20（2008）年 10 月 7日 

開 催 地：広島市（エソール広島） 

参加者数：１２０人 

内   容：講演「ボクが男女共同参画に目覚めたワケ！！～わかりやすい広報に向けて～」 

      講師：元内閣府男女共同参画局総務課長 新木雅之さん 

     静岡市女性会館の先進的な取組事例の紹介 

     満員御礼講座のつくり方～グループワーク～ 

      講師：ＮＰＯ法人男女共同参画フォーラムしずおか理事 谷口年江さん 

 

  

 
 

「地域に活かす女性の力，男性の力～発想と実践のヒント」       

開 催 日：平成 20（2008）年 11 月 17 日 

開 催 地：尾道市（しまなみ交流館） 

参加者数：２２０人 

内  容：講演「地域に活かす女性の力，男性の力～発想と実践のヒント～」 

    講師：株式会社らーのろじー代表取締役 本間正人さん 

   パネルディスカッション「元気な地域づくりと男女共同参画」 

事例紹介者：株式会社他郷阿部家代表 松場登美さん 

    パネリスト：株式会社君田２１常務取締役支配人 古川充さん 

                    ＮＰＯ法人尾道空き家再生プロジェクト代表理事 豊田雅子さん 

                    ＮＰＯ法人おのみちアート・コミュニケーション理事長 大崎義男さん 

          第６期ひろしま女性大学修了生 武井晶代さん  

    コーディネーター：広島大学大学院教授 後藤昇さん 
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   人人  づづ  くく  りり                                                          

 
 
 
  

１ 男女共同参画の推進に向けた広報・啓発の充実  
 
 

○ 県民が男女共同参画の推進に向けて主体的に取り組むことができるよう，男女共同参画社

会の形成の意義や責務を踏まえた広報・啓発 

 

 
  ○ 男女共同参画に関する県民の理解が深まるよう，男女共同参画週間や人権啓発フェスティバ

ル広島会場・福山会場でパネル展示等を実施したほか，インターネット，広報誌などによる広

報活動や県民参加型の啓発行事である「広島県男女共同参画フォーラム」を実施しました。  

                                        （環境県民局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜男女共同参画週間関連行事（県立図書館での啓発資料等展示状況）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

             ＜「広島県男女共同参画フォーラム」開催状況＞  

 

 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策

男女共同参画週間【毎年 6 月 23 日～29 日】平成13（2001）年度から実施 

 平成 20（2008）年度の標語 

 「わかちあう 仕事も家庭も喜びも」 

 平成 21（2009）年度の標語 

 「共同参画 新たな社会のパスワード」 

 

平成 20（2008）年度の実施状況

重点項目 

○ 男女が共に積極的に子育てに参画できるようにするための支援

開 催 日：平成 20（2008）年 10 月 25 日 

開 催 地：広島市（エソール広島） 

参 加 者 数：４００人 

内   容：講演「自分らしく生きるための処方箋」 

       講師：精神科医・立教大学教授 香山リカさん 

      パネル・啓発資料の展示 

      ※エソール広島 20 周年事業「20 周年エソール祭」 

のプログラムの一つとして開催       
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２ 男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実 
 

 

○ 小・中・高等学校等におけるキャリア教育の充実  
 

（１）男女共同参画を推進する教育の充実 

 

 

○ 児童生徒一人ひとりが将来職業を持つ社会人として自立していくために必要な意欲・態度や能

力を育成するため，小学校におけるキャリア教育担当教員を対象としたセミナーや，県民参画型

の啓発行事である広島県キャリア教育推進フォーラムを実施しました。     （教育委員会） 
 

＜広島県キャリア教育推進フォーラム（平成 20（2008）年 10 月 11 日）開催状況＞ 

 

  

 

 

 

 

   
○ 地域での家庭教育の充実を図るため，「

※15

『親の力』をまなびあう学習プログラム」を活用し，

学識経験者等による出前講座や地域で学習プログラムを活用できる講師の養成を行いました。       

（教育委員会） 
 

＜「『親の力』をまなびあう学習プログラム」の出前講座（平成 20（2008）年 9月 25 日）開催状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 
（２）生涯を通じた学習機会の提供 

 

 

  ○ 地域における男女共同参画に向けた機運醸成を図るため，市町や地域団体等と連携し，地域支

援事業（男女共同参画・地域入門講座）を実施する（財）広島県女性会議を支援しました。 

                                        （環境県民局） 
 
 

※15「『親の力』をまなびあう学習プログラム」：文部科学省の委託事業を活用して，広島県教育委員会が設置した地域家庭教育推

進協議会が平成 19（2007）年度に開発。親同士が教育力を高めることを目的としており，教材は，子育てをゼロ歳から小学校３

年生までの「前期」，小学４年生から高校生までの「後期」に分けて，各時期の保護者向けに１５種類が用意されている。 

   

 

 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策

平成 20（2008）年度の実施状況 
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平成 20（2008）年度の実施状況 



３ 家庭における男女共同参画の推進 
 

 

○ 父親の家庭教育への参加促進の取組を行う市町の支援及び家庭教育に関する学習機会の情報

提供などの支援 

○ 多様な子育て支援サービスの提供等次世代育成支援対策に向けた市町の取組の促進 

 
 
 
  ○ 経済団体・県・ （財）ひろしまこども夢財団で構成する「こども未来づくり・ひろしま応援隊」

を結成し，「子育て応援イクちゃんサービス」など，企業等による子どもと子育てにやさしい取

組を推進しました。                            （健康福祉局） 
 
 
 
 

 
 

「子育て応援イクちゃんサービス」の概要 
 

対    象 乳児・幼児・小学生のいる家庭 

サービス内容 企業・店舗ごとにいろいろなサービスを設定 

       （料金の割引やポイントアップ，子どもにやさしい施設の提供など）        

サービスの提供       子ども連れで来店・来所された場合 

       子ども連れでない場合には，Kids 情報送信サービス（※）から送信される 

「イクちゃんサービス」の画面を提示すれば同様のサービスが受けられる。 

 

 
 
 
 
 
参加企業等の情報提供及びＰＲ等 

・サービスへの参加を示すステッカーを企業や店舗等に交付 

・専用ホームページ及び携帯サイト等で，企業や店舗等のサービス内容を紹介 

   パ ソ コ ン      http://www.yumezaidan.or.jp/ouentai/ 

   携帯サイト http://www.yumezaidan.or.jp/ouentai/k/ 

Kids 情報送信サービスとは，（財）ひろしまこども夢財団

が実施している会員制のサービスで，12 歳以下の子ども

の保護者等を対象に，携帯電話のメール機能を活用して

子育てに役立つ情報を送信するもの（無料） 

ステッカーイメージ 
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広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策

平成 20（2008）年度の実施状況 
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  安安  心心  づづ  くく  りり                                                        

 
 
 
 
 １ 生涯を通じた健康と自立の支援 
 

 
○ 思春期，妊娠・出産期等各ステージにおいて性別に対応できる医療，健康づくり対策  

   ○ 周産期医療体制，不妊相談等支援体制及び小児医療体制の充実 
○ 男女共同参画の視点を取り入れた防災・災害復興支援体制の整備 

 
（１）生涯を通じた健康対策の推進 

 
 

○ 男女が共に生涯にわたって健康を享受できるよう，県民の主体的な健康づくりを支援する

「ひろしま健康づくり県民運動」の展開など，生活習慣病の予防対策を中心とする健康づくり

を推進しました。                            （健康福祉局） 
○ 女性が，妊娠・出産後も安心して働き続けることができるよう，市町が実施する出産前後の

ケア等を支援するなど，母性保護・母性健康管理対策の推進を支援するとともに，周産期医療

体制，不妊治療等支援体制及び小児救急医療体制を充実を図りました。               

さらに，県立広島病院では，平成 21（2009）年 3月に「母子総合医療センター」を「
※16

成育

医療センター」に発展・改組して運営を開始しました。           （健康福祉局） 
 

（２）だれもが安心して暮らし，自立できるための支援 

   

 

   ○ 「ひろしま高齢者プラン（平成 18～20 年度）」に基づき，高齢期における様々なニーズに

応じた社会参画の機会の提供や支援の充実を図り，高齢者の生活支援，介護予防，介護のニー

ズに総合的に対応する体制を整備するとともに，平成 21（2009）年 3月には，「
※17

広島県地域

ケア体制整備構想」などを反映させた新たな「
※18

第４期ひろしま高齢者プラン」を策定しました。 

                                       （健康福祉局） 
 
 
 
※16 成育医療センター：妊娠・出生，新生児，小児期，思春期から成人に至る子どものすべての成長過程において，一元的・

継続的な医療を提供する。 

※17 広島県地域ケア体制整備構想：国の「地域ケア体制の整備に関する基本方針」を踏まえ，広島県の療養病床の再編成に伴

う受け皿づくりを含め，将来の高齢者の介護等のニーズや社会資源の状況に即した「地域ケア体制」の今後の方針を示した

もの。 

※18 第４期ひろしま高齢者プラン：老人福祉計画と介護保険事業支援計画を一体化し，本県において必要とされる高齢者福祉

サービス及び介護サービスの整備目標と提供体制等を定めたもので，市町の老人福祉計画及び介護保険事業計画の達成を支

援する計画。計画期間：平成 21（2009）～23（2011）年度。 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策

平成 20（2008）年度の実施状況

重点項目 

○ 配偶者からの暴力をはじめとする男女間のあらゆる暴力の防止に向けた取組の推進 

平成 20（2008）年度の実施状況
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○ 障害者が地域で安心して自立した生活ができるよう，「
※19

広島県障害者プラン」を推進すると

ともに，「広島県障害福祉計画」に基づき，障害福祉サービス等の提供体制の整備に努めました。 
なお，平成 21（2009）年 3 月には，「

※20

第２期広島県障害福祉計画」を策定しました。     

（健康福祉局） 
 

○ 女性の消防団員の加入が促進されるよう，市町や消防機関へ普及啓発を行いました。        

（危機管理監） 
 
 
２ 男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進 

  

 

○ ＤＶ被害者の自立支援体制の充実及び関係機関の連携強化 

○ 民間団体との協働事業の実施による被害者の支援 

 

（１）配偶者等からの暴力を防止するための取組の推進 

 

 

○ 「
※21

ＤＶ防止法」の周知徹底を図るとともに，相談・自立支援体制を充実させるため，被害者

保護のための情報提供や暴力防止に向けた啓発などを実施し，広島こども家庭センターにおい

て休日・夜間の電話相談にも対応したほか，被害者の安全を確保するための一時保護や弁護士

などの専門家による被害者の支援を実施しました。             （健康福祉局） 
 

○ ＤＶ防止法第２条の３の規定によって策定した「
※22

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本計画」に基づき，ＤＶのない社会の実現をめざして諸施策を推進しました。      

（健康福祉局）  
 
 
 
 

※19 広島県障害者プラン：障害者の生活全般にかかわる幅広い施策の一層の展開を図るため，障害者施策の基本的方向と推進

方策及び福祉サービスの目標等を定めたもので，基本計画及び重点実施計画が一体となったプラン。計画期間：平成 16（2004）

～25（2013）年度。 

※20 第２期広島県障害福祉計画：障害者自立支援法に基づき，国の基本指針に則して，市町の障害福祉計画の達成に資するた

め，広域的な見地から，障害福祉サービス等の提供体制が計画的に整備されるよう定めた計画。計画期間：平成 21（2009）

～23（2011）年度。         

※21ＤＶ防止法（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律）：配偶者からの暴力に係る通報，相談，保護，自

立支援の体制を整備することにより，配偶者からの暴力を防止し，被害者の保護を図るため，平成 13（2001）年に施行。被

害者からの申立てにより，地方裁判所が加害者を引き離すための「保護命令制度」が創設された。命令に違反した場合は罰

則が適用される。平成 16（2004）年には，保護命令制度の拡充（被害者と同居する子への接近禁止命令など）や配偶者から

の暴力の定義の拡大，平成 19（2007）年には保護命令制度の拡充（生命・身体に対する脅迫を受けた被害者による申立てな

ど）や市町における基本計画策定の努力義務などを盛り込んだ改正が行われた。 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） とは，夫やパートナーなどからの身体的，経済的，性的，精神的暴力などをいう。 

※22「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」：ＤＶ防止法第２条の３第１項の規定に基づく基本計画。

計画期間：平成 18（2006）～平成 22（2010）年度。 

 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策

平成 20（2008）年度の実施状況
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○ 行政及び民間が担うべき役割等について関係機関・団体間の意見交換を行うとともに，相互

の連携を強化するため，「
※23

配偶者からの暴力」関係機関連絡会議を開催しました。 

 （健康福祉局） 

 

○ 市町における「
※24

配偶者暴力相談支援連絡会」の立ち上げや被害者支援ネットワークの構築を

支援しました。                             （健康福祉局）    
 

 

（２）セ
※25

クシュアル・ハラスメント等男女間におけるあらゆる暴力を防止するための取組の推進 

 

 

○ 職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策を推進するとともに，学校，地域社会等

のあらゆる分野におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に向けた啓発を行いました。  
とりわけ，児童生徒に対する体罰，セクシュアル・ハラスメントが後を絶たないことから，

教育委員会及び学校に児童生徒に対する体罰，セクシュアル・ハラスメント相談窓口を新たに

設置しました。            （総務局）（環境県民局）（商工労働局）（教育委員会） 

 

○ ス
※26

トーカー規制法やＤＶ防止法等，男女間のあらゆる暴力の防止等に関する法律や制度の普

及啓発を行うとともに，関係職員の研修を実施するなど，相談体制の充実を図りました。       

さらに，女
※27

性安全ステーションなど被害者が相談しやすい環境の整備や捜査過程における 
二次的被害の防止に努めました。                （健康福祉局）（警察本部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※23「配偶者からの暴力」関係機関連絡会議：行政機関や民間団体等の関係機関が連携して，配偶者からの暴力被害者に対す

る支援を行うことを目的として平成 13（2001）年 10 月に設置。平成 14（2002）年 10 月には，関係機関との連携をより緊

密にし，きめ細やかな相談・支援を行うため，県内を３地域（西部・東部・北部）に分け，各地域ごとにブロック別連絡

会議を設置。 

※24「配偶者暴力相談支援連絡会」：ＤＶ被害者の相談・保護・自立支援については，相談から自立まで関係機関の認識の統一

が求められているため，市町内部等の連携組織として立ち上げ支援を行い，ＤＶ被害者支援体制を整備する。平成 20 年度末

までに，県内で４市４町が設置。 

※25 セクシュアル・ハラスメント ：性的嫌がらせ。他の者に対して，その意に反した言動を行うことにより，当該者の生活

環境を害して不快な思いをさせること，性的な言動を受けた者の対応により当該者に不利益を与えること。男女雇用機会

均等法においては，「相手の意に反した性的な言動を行い，それに対する対応によって，仕事をする上で一定の不利益を与

えたり，それを繰り返すことによって就業環境を著しく悪化させること」をいう。 

※26「ストーカー規制法」（ストーカー行為等の規制等に関する法律）：年々増え続けるストーカー行為を処罰し，規制する

ため，平成 12（2000）年に施行。「つきまとい行為等」についての警察本部長等による警告や公安委員会が発する禁止命令

による規制及び「ストーカー行為」や「禁止命令違反」に対する罰則を規定。また，被害防止のため自ら対処しようとし

ている被害者の申出に応じて，警察本部長等が自衛措置の教示等の援助を行うことも規定している。 

※27「女性安全ステーション」：女性を不安に陥れるストーカー行為やＤＶなどの相談に対応するため，県内の 23 交番に専

用の相談窓口を開設し，女性警察官の配置や専用相談スペースを整備している。平成 20（2008）年 7月から運用を開始。 

 

平成 20（2008）年度の実施状況
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３ 男女共同参画の視点に立った国際活動の推進 
 
 

○ 男女共同参画の視点に立った国際交流・国際協力・平和貢献を推進するための環境整備 

 

 

 

○ 男女共同参画の視点に立った国際交流・国際協力を推進するため，国際理解講座を開催した

（財）広島県女性会議を支援するとともに，国からの男女共同参画に関する国際機関の動向や

国際的な取組指針などの情報を，県内市町，関係団体等へ幅広く提供しました。 
                                        （環境県民局） 
 

＜「国際理解講座」開催状況＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

開 催 日：平成 21（2009）年 1月 31 日 

開 催 地：広島市（エソール広島） 

 

開 催 日：平成 21（2009）年 2月 14 日 

開 催 地：福山市（イコールふくやま） 

 

内  容：「熱意！だけじゃない ホントの国際協力 
      ～開発途上国における教育格差から～」 

講 師：広島大学准教授 平川幸子さん 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県男女共同参画基本計画（第２次）における主な施策

平成 20（2008）年度の実施状況

 



１　働く場における男女共同参画の推進

（２）職業生活と家庭生活が両立できる環境の整備

一般事業主行動計画を策定し，次世代育成支援に取り組む企業の
割合（大企業）

95.9％
Ｈ１７
(2005)

99.4％
Ｈ２０
(2008)

100％
Ｈ２１
(2009)

一般事業主行動計画を策定し，次世代育成支援に取り組む企業の
割合(中小企業)

3.3％
Ｈ１７
(2005)

14.8％
Ｈ２０
(2008)

25％
Ｈ２１
(2009)

育児休業制度を就業規則に規定している企業の割合 79.7％
Ｈ１７
(2005)

82.9％
Ｈ２０
(2008)

100％
Ｈ２１
(2009)

ファミリー・フレンドリー企業表彰 9企業
Ｈ１７
(2005)

13企業
Ｈ２０
(2008)

18企業
Ｈ２１
(2009)

ファミリー・サポート・センター実施か所数 10か所
Ｈ１７
(2005)

16か所
Ｈ２０
(2008)

20か所
Ｈ２１
(2009)

低年齢児保育受入児童数 18,435人
Ｈ１７
(2005)

20,481人
Ｈ２０
(2008)

20,610人
Ｈ２１
(2009)

延長保育実施か所数 339か所
Ｈ１７
(2005)

380か所
Ｈ２０
(2008)

399か所
Ｈ２１
(2009)

放課後児童クラブ実施か所数 428か所
Ｈ１７
(2005)

470か所
Ｈ２０
(2008)

463か所
Ｈ２１
(2009)

（４）農林水産業及び商工業等の自営業における男女共同参画の推進

女性の農業委員数 30人
Ｈ１７
(2005)

30人
Ｈ２０
(2008)

46人
Ｈ２２
(2010)

家族経営協定の締結数 101件
Ｈ１６
(2004)

94件
Ｈ１９
(2007)

328件
Ｈ２２
(2010)

（５）女性の起業・経営活動に向けた環境の整備

農山漁村における農林水産物加工等に係る女性の個人経営 44人
Ｈ１６
(2004)

15人
Ｈ１９
(2007)

100人
Ｈ２２
(2010)

農山漁村における農林水産物加工等に係る女性のグループ経営 160ｸﾞﾙｰﾌﾟ
Ｈ１６
(2004)

100ｸﾞﾙｰﾌﾟ
Ｈ１９
(2007)

300ｸﾞﾙｰﾌﾟ
Ｈ２２
(2010)

２　地域社会活動における男女共同参画の推進

（１）政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の促進

県の審議会等委員のうち女性委員の占める割合（全審議会） 24.0％
Ｈ１７
(2005)

26.2％
Ｈ２０
(2008)

30％
Ｈ２２
(2010)

県の審議会等委員のうち女性委員の占める割合（法令等により構
成員の職務分野が指定されている５審議会  　を除く。）

29.5％
Ｈ１７
(2005)

32.5％
Ｈ２０
(2008)

35％
Ｈ２２
(2010)

ひろしま女性大学修了生累計 803人
Ｈ１７
(2005)

901人
Ｈ２０
(2008)

1,000人
Ｈ２２
(2010)

（２）地域社会活動における男女共同参画の推進

ＮＰＯ法人数 （人口10万人当たり） 11.3法人
Ｈ１６
(2004)

20法人
Ｈ２０
(2008)

24法人
Ｈ２２
(2010)

３　男女共同参画の推進に向けた体制の整備

（３）市町等との連携強化・取組支援

男女共同参画計画を策定した市町の割合 47.8％
Ｈ１７
(2005)

78.3％
Ｈ２０
(2008)

100.0％
Ｈ２２
(2010)

２　広島県男女共同参画基本計画（第２次）行動目標フォローアップ一覧

指　　　　標　　　　名 計画策定時の数値（年度） 現況値（年度） 目標値（年度）

環 境 づ く り

注２

注２

注５

注１ 注１

注４

注４

注３

注４

注６
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２　男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実

（１）男女共同参画を推進する教育の充実

長期職場体験実施校の割合（公立中学校） 14.7％
Ｈ１７
(2005)

82.0％
Ｈ２０
(2008)

100％
Ｈ２２
(2010)

最終学年生徒におけるインターンシップ体験生徒の割合
（県立高校）

23.7％
Ｈ１６
(2004)

28.3％
Ｈ２０
(2008)

40％
Ｈ２２
(2010)

（２）生涯を通じた学習機会の提供

ひろしままなびネットへのアクセス件数 68,833件
Ｈ１６
(2004)

50,033件
Ｈ２０
(2008)

90,000件
Ｈ２２
(2010)

３　家庭における男女共同参画の推進

（２）家庭教育・子育て支援の充実

地域子育て支援センター実施か所数 77か所
Ｈ１７
(2005)

81か所
Ｈ２０
(2008)

116か所
Ｈ２１
(2009)

１　生涯を通じた健康と自立の支援

（１）生涯を通じた健康対策の推進

小児救急医療体制が確保されている二次保健医療圏域数 6圏域
Ｈ１７
(2005)

6圏域
Ｈ２０
(2008)

7圏域
Ｈ２２
(2010)

周産期死亡率（出産千人当たり）
4.4人

（全国9位）
Ｈ１６
(2004)

4.1人
（全国27位）

Ｈ２０
(2008)

全国1位
Ｈ２２
(2010)

（２）だれもが安心して暮らし，自立できるための支援

小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）提供量 0人
Ｈ１７
(2005)

1,147人
Ｈ２０
(2008)

2,619人
Ｈ２３
(2011)

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）（介護予防を含
む）定員数

2,048人
Ｈ１６
(2004)

3,990人
Ｈ２０
(2008)

5,056人
Ｈ２３
(2011)

グループホーム・ケアホームサービス量（１か月分） 600人分
Ｈ１８
(2006)

1,025人
Ｈ２０
(2008)

1,437人
Ｈ２３
(2011)

消防団員のうち女性の占める割合 1.1％
Ｈ１７
(2005)

1.6％
Ｈ２０
(2008)

7.8％
Ｈ２２
(2010)

（注５）５審議会とは，広島県交通安全対策会議，広島県防災会議，広島県石油コンビナート等防災本部，広島県地方港湾審議会及び広島県国民保護協議会
　　　　をいう。

（注９）平成21(2009）年3月に「第２期広島県障害福祉計画」を策定したことから，目標値（年度）を変更している。（指標名及び計画策定時の数値(年度)
        は，平成19（2007）年3月に「広島県障害福祉計画」を策定した際に変更）

（注１）計画策定時の数値は，平成16(2004）年度又は平成17(2005)年度の数値であり，現況値は，平成20（2008）年度末までに更新された数値である。

（注２）ここに掲げる「大企業」とは従業員301人以上の企業，「中小企業」とは従業員100人以上300人以下の企業をいう。

（注３）計画策定時の数値の調査（広島県賃金事情調査）が平成18（2006）年度に終了したため，計画策定時の数値（年度）を「広島県の働く男女の雇用
　　　　環境実態調査」に変更している。

（注４）「未来に輝くこども夢プラン」の目標値が平成20（2008）年度に見直されたことから，見直し後の目標値を記載している。

（注８）平成21(2009）年3月に「第４期ひろしま高齢者プラン」を策定したことから，目標値（年度）を変更している。

（注６）平成21(2009）年3月に「広島県総合計画「元気挑戦プラン」後期実施計画」を策定したことから，目標値（年度）を変更している。

（注７）妊娠22週から生後1週間未満の期間における出産千人当たりの死亡率で，数値の低い方からの順位。（平成20（2008）年の数値については概数）
　　　　なお，「広島県総合計画「元気挑戦プラン」後期実施計画」の策定に伴い，目標値（年度）を変更している。

指　　　　標　　　　名 計画策定時の数値（年度） 現況値（年度） 目標値（年度）

指　　　　標　　　　名 計画策定時の数値（年度） 現況値（年度） 目標値（年度）

人 づ く り

安 心 づ く り

注９

注７

注１

注１

注１

注１

注４

注８

注８

注６

注６

注６

注６
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第 ３ 部   

 

平成 21（2009）年度に 

県 が 実 施 し よ う と す る 施 策 

 



平成21(2009)年度に県が実施しようとする施策

(注)予算額は，当初予算額を示している。(単位:千円)

基本となる施策の方向 

　１　働く場における男女共同参画の推進

（１）男女の均等な機会と待遇の確保に向けた雇用環境の整備

①

H20 予算額 H21 予算額

142 144 商工労働局 労働福祉課

306 287 商工労働局 労働福祉課

65,000 69,000 商工労働局 金融課

②

H20 予算額 H21 予算額

405 407 商工労働局 労働福祉課

18,795 － 警察本部 警務課

③ 県における平等取扱いと成績主義の原則に基づく女性の管理職への積極的な登用の推進

H20 予算額 H21 予算額

－ －

総務局
人事委員会
教育委員会

警察本部

人事課

総務課
教職員課

305 305 総務局 人事課

183 187 総務局 人事課

－ － 総務局 人事課

－ － 警察本部 警務課

交番への女性仮眠室の設置
　女性警察官が，交番で三交代制勤務をできるよう仮眠室を整備

管理監督者への女性の登用
　全職場における女性職員の職域拡大，管理監督者への積極的な登用を促進

自治大学校第１部・第２部特別課程研修への派遣
　自治大学校第１部・第２部特別課程研修へ女性職員を派遣
　　・実施機関　自治大学校
　　・時期　　　　９～１０月
　　・対象　　　　１人

女性管理監督者研修会への派遣
　地方自治体女性管理監督者研修会へ女性職員を派遣
　　・実施機関　自治体女性管理者フォーラム
　　・時期　　　　１１月
　　・対象　　　　１人

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

女性職員ステップアップセミナーの実施（自治総合研修センター事業）
　女性職員を対象に，総合的な行政能力の向上を図る研修を実施

女性警察官の人材育成と職域拡大
　女性警察官の積極的採用，人材育成及び各部門への職域拡大

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

男女雇用機会均等セミナーの開催
  男女雇用機会均等法に対する社会一般の理解と法の定着促進を図るため，男女雇用機会均
等月間（６月）を中心に啓発活動を実施

労働情報誌「ひろしま労働」の発行
　女性労働問題等に関する情報の提供
　（年３回，　各１，６００部）

労働支援融資（職場環境改善資金）
　女性等の能力活用や労働時間短縮を図るための設備の導入，福利厚生施設の充実などの改
善を行おうとする中小企業者等への融資

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

国・県・市町の連携により，特に事業主に対して，労働基準法，男女雇用機会均等法等の法令や働きやすい職場づくりに関する周知徹底及び男女が
共に個性と能力を発揮しながら働くことができる職場環境の整備促進

県の施策　

具体的施策

担当機関

働く女性のポジティブ・アクション推進セミナーの開催
　女性が能力を十分に発揮し，職場における実質的な格差の是正が図れるよう，事業主等を対
象としたセミナーを開催し，各企業におけるポジティブ・アクションを促進

担当機関

女性の積極的登用を図るための幅広い職務経験機会の付与や教育訓練の実施など積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進に向けた啓発，
具体的なモデルや成果の普及啓発

環境づくり

－ 47 －



（２）職業生活と家庭生活が両立できる環境の整備

①

H20 予算額 H21 予算額

468 920 商工労働局 労働福祉課

1,206 497 商工労働局 労働福祉課

87,000 64,000 商工労働局 金融課

－ －

総務局
教育委員会

警察本部

人事課
総務課
教職員課
警務課

②

H20 予算額 H21 予算額

－ － 商工労働局 労働福祉課

142 144 商工労働局 労働福祉課

【新】 147 商工労働局 労働福祉課

③ 男女が共に安心して子育てや介護をしながら働き続けるための多様なニーズに対応した子育て支援・介護サービス等の充実

H20 予算額 H21 予算額

60,237 64,602 健康福祉局 こども家庭課

1,687 2,135 健康福祉局 こども家庭課

9,439 11,664 健康福祉局 こども家庭課

29,832 60,204 健康福祉局 こども家庭課

1,024 800 健康福祉局 こども家庭課

2,666 666 健康福祉局 こども家庭課

380,981 450,648 健康福祉局 こども家庭課

62,780 61,222 教育委員会 生涯学習課

県の施策　

放課後子ども教室推進事業
　次世代育成支援の観点から「放課後児童クラブ」（厚生労働省補助事業）と連携し，子どもたち
を対象とした安全・安心な子どもの活動拠点を設け，地域住民の参画を得て，勉強やスポーツ・
文化活動，交流活動等の取組を推進
　＜負担割合＞　   県２／３（国１／３），市町１／３

病児・病後児保育事業
　地域の児童を対象に発熱等の急な病気となった場合，病院・保育所等において看護師等が
預かる事業，及び保育中に体調不良となった児童を看護師等が緊急的な対応を行う事業を行う
市町に助成
　＜負担割合＞ 　　県２／３（国１／３），市町１／３

保育所分園推進事業
　待機児童の解消のために，保育分園等の設置促進を図っている市町に助成
　＜負担割合＞ 　　県２／３（国１／３），市町１／３

保育環境改善等事業（保育所障害児受入促進事業）
　利用者へのサービスの向上等のため，既存の事業実施施設の改修等を行う市町に助成
　＜負担割合＞ 　　県２／３（国１／３），市町１／３

放課後児童健全育成事業
　仕事等により，保護者が昼間家庭にいない小学校低学年児に対し，授業の終了後に学校の
余裕教室，児童館を利用して，適切な遊び及び生活の場を与える放課後児童クラブを実施する
市町に助成
　＜負担割合＞   　県２／３（国１／３），市町１／３

具体的施策

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

両立支援ワンストップサービス事業
　「両立支援企業応援コーナー」により，企業による仕事と家庭の両立のための取組
　（一般事業主行動計画の策定・実施）を促進

担当機関

担当機関

普及啓発
　労働者の多様な事情や業務の態様に応じた労働時間の設定や年次有給休暇の取得促進等
について企業への啓発

仕事と家庭の両立を考えるセミナーの開催
　仕事と家庭の両立がしやすい職場環境の整備を促進するため，事業主，人事労務担当者を
対象としたセミナーを開催

ワーク・ライフ・バランス推進事業
　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進にむけて，広報等のキャンペーンを行い，
県民一体となった気運を醸成

一時預かり事業
　保護者の傷病・入院，災害・事故，育児等に伴う心理的・肉体的負担の解消等のために緊急・
一時的な保育を行う市町に助成
　＜負担割合＞　　 県２／３（国１／３），市町１／３

休日保育事業
　日曜日や祝日等に保育を実施する市町に助成
　＜負担割合＞   　県２／３（国１／３），市町１／３

特定保育事業
　恒常的な入所に至らない週一定程度利用する児童の保育を実施する市町に助成
　＜負担割合＞   　県２／３（国１／３），市町１／３

職場環境実態調査の実施
　男女がともに働きやすい職場環境と次世代育成支援社会に向けた企業の取組状況を把握

労働支援融資（仕事と家庭の両立支援資金）
　次世代育成支援対策推進法の一般事業主行動計画を策定し，かつ，両立支援企業登録制
度に登録し，行動計画に基づく事業を行う中小企業者等への融資

次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画（Ｈ１６年度策定）の取組を推進
　・広島県特定事業主行動計画「県職員の仕事と子育て両立支援プログラム」
　・広島県教育委員会特定事業主行動計画
　・広島県警察次世代育成支援対策行動計画

仕事と家庭の両立や地域活動への参画に向けた環境の整備を推進するための啓発
特に，働き方の見直しに向けた事業主に対する労働条件の整備や働きやすい職場環境の整備に関する啓発

担当機関

育児・介護休業法等の周知徹底及び次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・実施の促進
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（３）多様な働き方を可能にする雇用環境の整備

①

H20 予算額 H21 予算額

－ － 商工労働局 労働福祉課

②

③

H20 予算額 H21 予算額

1,961 2,315 商工労働局
職業能力開
発課

8,820 8,820 商工労働局
職業能力開
発課

3,135 393 商工労働局 労働福祉課

13,768 13,733 健康福祉局 医務課

【新】 7,800 健康福祉局
介護人材就
業支援PT

336 443 環境県民局
人権男女共
同参画課

④

H20 予算額 H21 予算額

2,960 2,960 商工労働局
雇用人材確
保課

33,877 27,375 商工労働局
雇用人材確
保課

（４）農林水産業及び商工業等の自営業における男女共同参画の推進

①

H20 予算額 H21 予算額

6,200 6,200 商工労働局 経営支援課

－ － 農林水産局 農業経営課

②

H20 予算額 H21 予算額

－ － 農林水産局 農業経営課

【新】 23,919 健康福祉局
介護人材就
業支援PT

県の施策　

県の施策　

ワンストップ雇用労働情報サイト「わーくわくﾈｯﾄひろしま」及び「ひろしまｼﾞｮﾌﾞｻｲﾄ」の運営
　求人情報や就職支援情報などの雇用労働に関する幅広い情報を提供するサイトの運営

ひろしましごと館の運営
  就業等を支援する関係施設と連携して，「ひろしましごと館」を運営するとともに，総合窓口とな
る県の「ひろしまジョブプラザ」において，全世代を対象とした就職や社会貢献活動に関する幅
広い支援を効果的に実施

普及啓発
  パートタイム労働法等の普及啓発

高等技術専門校における短期課程訓練の実施
　短期課程訓練として離転職等の女性を主たる対象とした職業訓練
   １　呉高等技術専門校
　　　　・介護サービス科　期間：６か月（入校時期　４月,１０月）　定員：２０人（延４０人）
   ２　福山高等技術専門校
　　　　・介護サービス科　期間：６か月（入校時期　４月,１０月）　定員：２０人（延４０人）

具体的施策

パートタイム労働者や派遣労働者等の適正な処遇，労働条件の確保に向けたパートタイム労働法，労働者派遣法等の普及啓発

担当機関

多様な就業ニーズに対応するための在宅ワーク等の就業支援情報の充実

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

育児・介護休業等からの職場復帰者への支援や育児，介護等を理由とした退職者の再就職に向けた支援の充実

担当機関

具体的施策

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

普及啓発及び取組支援
  商工会議所等の女性部活動事業に対する支援

女性農業者等育成・確保支援事業
＜女性の担い手育成・確保支援＞
　　女性認定農業者の育成や集落営農への女性の参画を促進する国直轄の補助事業の活用
が図られるよう関係機関へ情報を提供
＜高齢者による担い手育成・確保支援＞
　　担い手育成及び集落営農への参画等高齢者による自発的活動の支援

広島県社会福祉人材育成センター
　福祉，介護の仕事の無料職業紹介や，就職相談，資格取得の方法等の情報を提供

男女共同参画の視点に立った経営が行われるための環境の整備

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

普及啓発及び取組支援
　農山漁村地域の女性団体等の取組支援，活動状況の広報等

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

緊急未就職者訓練事業（知識等習得訓練）
　母子家庭の母等の仕事と家庭の両立を支援するための職業訓練（知識等習得訓練）を民間
教育訓練機関等へ委託して実施
  ※高等技術専門校４校で実施
　 　 内容：パソコン基礎化，ＯＡビジネス科，介護福祉サービス科等
　　　期間：３か月　定員：４０人（１０名×４校）

女性の再就職支援事業
  出産・育児などで離職し，再就職を希望する女性を支援
　１  合同就職面接会・相談会の開催
　　　　・開催場所等　広島市，福山市など県内４か所，年１０回程度（予定）
　２　在宅就業支援セミナー・就業体験の実施
　　　　多様な働き方に係る講演会，在宅就業の疑似体験等を実施

看護職員復職支援事業
　 育児などで離職中の看護職員を対象に，看護実践能力や復職に対する不安を解消し，再就
業を支援するため，病院において実践研修を実施
   研修コース及び研修内容
   　・ ５日間，１０日間，１５日間，３０日間（助産師）コース
 　　・看護記録，医療機器の取扱，検査データの見方，看護技術（採血・注射・輸液など)

介護福祉士再就職支援セミナー
 　未就業の介護福祉士有資格者を対象にした介護技術の演習や求人情報の提供等による再
就職支援（介護福祉士養成施設に対する補助）

女性のチャレンジ支援
　関係機関が実施するチャレンジ支援情報の提供や，女性の様々なチャレンジに向けた意欲を
喚起するための講演会を開催する（財）広島県女性会議を支援

方針の立案及び決定過程への女性の参画拡大に向けた啓発

働きやすい雇用環境づくりに向けた雇用労働や子育て支援に関する情報提供の充実
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（５）女性の起業・経営活動に向けた環境の整備

①

②

H20 予算額 H21 予算額

1,200 1,200 商工労働局 経営支援課

③

H20 予算額 H21 予算額

3,400 3,400 商工労働局 経営支援課

基本となる施策の方向 

　２　地域社会活動における男女共同参画の推進

（１）政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の促進

① 様々な分野で政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画に向けた積極的な取組を推進するための啓発

H20 予算額 H21 予算額

－ －

環境県民局

全局部

人権男女共
同参画課

－ －
警察本部
全局部

② 県の行政委員会及び審議会等委員への女性の積極的登用

H20 予算額 H21 予算額

－ －
総務局
教育委員会
全局部

人事課
総務課

③ 市町の行政委員会及び審議会等委員など，政策・方針の立案及び決定過程への女性の参画促進に向けた働きかけ

H20 予算額 H21 予算額

－ －

環境県民局

全局部

人権男女共
同参画課

④ 政策・方針の立案及び決定過程に参画できる人材の育成や情報提供などの支援策の充実

H20 予算額 H21 予算額

4,089 3,740 環境県民局
人権男女共
同参画課

（２）地域社会活動における男女共同参画の推進

① 男女の地域活動への参画拡大に向けたボランティア，ＮＰＯ，住民自治組織等が活動しやすい環境の整備

H20 予算額 H21 予算額

3,313 1,098 環境県民局 県民活動課

7,000 4,000 企画振興局
新過疎対策
課

6,964 7,163 土木局
土木整備管
理課

② 男女の地域づくりへの参画を促進するための積極的な情報提供

H20 予算額 H21 予算額

1,000 1,000 環境県民局
人権男女共
同参画課

県の施策　

県の施策　

県の施策　

普及啓発
　各種普及啓発講座を実施する（財）広島県女性会議への支援　等

治安対策
　「減らそう犯罪」安全なまちづくり推進条例に基づく広島県「減らそう犯罪」推進会議への参画

審議会等委員への女性の参画の推進
　県の審議会への女性の参画を積極的に推進

法等の普及啓発
  男女共同参画社会基本法，広島県男女共同参画推進条例及び広島県男女共同参画基本計
画（第２次）の普及啓発

具体的施策

具体的施策

具体的施策

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

ＮＰＯ・ボランティア活動促進事業
  ＮＰＯに関する情報の発信及び法人制度の普及啓発を行い，ＮＰＯに対する県民の理解と参
加を促進

住民自治活動フォローアップ事業
　市町が実施する住民自治活動の活発化に向けた取組を支援

ひろしまアダプト活動支援事業
  地域住民等が自発的・自主的に道路・河川の清掃や草刈等を行う「アダプト活動」を支援し
て，官民協働型の管理システムや地域づくりを推進

地域の取組支援
　市町や各種地域団体の取組を促進するため，先進的取組情報の提供や，機運の醸成につな
がる公開セミナーを開催

担当機関

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

「エソールひろしま大学」の運営支援
　政策・方針決定の場への女性の参画を促進するため，（財）広島県女性会議が実施する「エ
ソールひろしま大学」の運営を支援
　１　基礎講座　期間：２１（２００９）年１０月～２２（２０１０）年３月
　　　　　　　　　　定員：広島校２５人，福山校１５人（１コース）
　　　　　　　　　　※詳細は未定
　２　応用講座　期間：２１（２００９）年４月～２１（２００９）年９月
　　　　　　　　　　定員：広島校３０人，福山校２０人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

担当機関

担当機関

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

資質向上対策事業
　商工会議所等が経営指導員の資質向上を図るために実施する研修を支援

技術・経営管理能力の向上を図るための取組の支援

担当機関

経営相談等のニーズに適切に対応するための指導・相談体制の充実

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

経営・技術強化支援事業
　広島県商工会連合会が小規模事業者の要請に応じて専門家を派遣する事業を支援

女性の起業や経営活動への参画に向けた取組の支援
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基本となる施策の方向

　３　男女共同参画の推進に向けた体制の整備

（１）県の推進体制の充実等

① 男女共同参画推進本部を中心とした各部局の連携強化による男女共同参画社会の実現に向けた積極的かつ総合的な施策の推進

H20 予算額 H21 予算額

－ －
環境県民局

全局部

人権男女共
同参画課

② 施策の推進に当たっての行動目標の設定及びその検証

H20 予算額 H21 予算額

255 255
環境県民局

全局部

人権男女共
同参画課

③ 男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な調査研究の実施

H20 予算額 H21 予算額

－ －
環境県民局

全局部

人権男女共
同参画課

（２）広島県女性総合センター「エソール広島」の充実・強化

① 男女共同参画社会づくりの中核的拠点施設としての各種事業の充実・強化及び新たなニーズに対応できる柔軟な事業の展開

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

20,514 20,240 環境県民局
人権男女共
同参画課

② 男女共同参画の推進に関する情報の収集・提供及び県民等からの相談・要望等に適切に対応するための体制整備

H20 予算額 H21 予算額

786 727 環境県民局
人権男女共
同参画課

781 989 環境県民局
人権男女共
同参画課

（３）市町等との連携強化・取組支援

① 男女共同参画社会づくりに向けた情報提供などによる市町の取組に対する積極的な支援及び産学官連携による男女共同参画の推進

②

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

県の施策　

県の施策　

「エソール広島情報センター」の運営を支援
　男女共同参画に関する各種情報の収集及び提供
　　・女性団体情報　登録団体：７５団体
　　・人材情報　　　　エソール人材バンク：登録者８５０人
　　・各種資料　　　　図書，行政資料，ビデオ等
　ホームページ運営

エソール相談コーナーの運営支援
　日常生活上の様々な悩みの解決を図るため「電話相談」と「面接相談」を実施するほか，女性
の学習，社会参画等の活動に関する相談に対応

地域団体等の活動支援
　地域団体，ボランティア団体等の自主的な活動や交流の促進のため，活動交流支援センター
を運営する（財）広島県女性会議を支援

市町男女共同参画行政担当者等会議の開催
　男女共同参画に関する国や県の取組状況等の紹介，情報交換

県の施策　

具体的施策

男女共同参画社会の実現に向けて，様々な分野で活動を展開するＮＧＯ，ＮＰＯ，ボランティアや住民自治組織等多様な主体の自主的な活動促進の
ための情報提供や相談対応等の環境整備及び協働による新しい公共サービスの提供

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

担当機関

担当機関

具体的施策

具体的施策

エソール広島の管理・運営，事業の充実強化
　エソール広島の各種機能を充実させるため，その管理運営を行う(財)広島県女性会議を支援

広島県女性総合センター修繕事業
　電話交換設備，機械室等の改修

担当機関

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

男女共同参画推進本部（幹事会）の開催
　男女共同参画関連施策の実施状況の把握及び今後の推進方策の検討

「広島県の男女共同参画に関する年次報告」の作成
　行動目標の達成に向けた施策推進状況の把握，具体的施策の成果の検証
　（男女共同参画基本計画に掲げる行動目標の達成に向けた進行管理）

男女共同参画に関連する基礎数値の調査・分析
　男女共同参画に関連するデータ収集・分析，市町及び大学等の取組状況に関する調査
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基本となる施策の方向

　１　男女共同参画の推進に向けた広報・啓発の充実

（１）男女共同参画に関する広報・啓発の充実

① 多様な機会や情報手段による男女共同参画に関する理解を深めるための広報・啓発

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

－ －
環境県民局

全局部

人権男女共
同参画課

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

（２）県民の主体的な取組への支援

① 男女共同参画社会の形成の意義や責務を重視した広報・啓発

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

（３）メディアにおける男女共同参画の推進

① 人権に対する配慮を欠く取扱いの防止に向けた，インターネット等を含む各種メディアの特性に応じた自主的な取組に係る啓発

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

－ － 環境県民局 県民活動課

43 57 警察本部
生活安全企
画課
生活環境課

② 情報を一人ひとりが主体的に収集，判断，発信等ができる能力の必要性に関する啓発及び学校における情報教育の充実

H20 予算額 H21 予算額

－ － 教育委員会
教育政策室
指導第一課
指導第二課

③ 県における男女共同参画の視点に立った広報紙・出版物等の発行

H20 予算額 H21 予算額

－ －

環境県民局

全局部

人権男女共
同参画課

具体的施策

学校における情報教育

普及啓発
  国が作成した広報ガイドライン「男女共同参画の視点からの公的広報の手引」や「男女共同参
画の広報のために」に基づく広報の実施

県の施策　

具体的施策

男女共同参画週間事業の実施
　・パネル展示，啓発パンフ，広報誌等の配布
　・関係機関及び各種団体等からの依頼による講演の実施

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

普及啓発
  メディアの人権を尊重した表現が促進されるよう相談・助言

普及啓発
　家庭，インターネットカフェ等において，フィルタリングソフトが導入されるよう普及・啓発を実施

インターネット等への対応
　・ 「サイバーセキュリティカレッジ」を通じた広報啓発活動の実施
　・ インターネット等におけるわいせつ情報や性の商品化に対する取締りの強化

担当機関

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

県の施策　

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

機関誌等による啓発
　「県民だより」及びＴＶ等による広報・啓発

県民参加型の啓発活動の実施
  人権啓発講演会，人権啓発セミナー，男女共同参画フォーラム等の開催

広報・啓発
  男女共同参画社会基本法，広島県男女共同参画推進条例及び広島県男女共同参画基本計
画（第２次）の普及啓発

県の施策　

具体的施策

人づくり
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基本となる施策の方向 

　２　男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実

（１）男女共同参画を推進する教育の充実

① 男女共同参画について理解し，だれもがお互いの個性や意思を尊重するための子どもの発達段階に応じた教育の充実

H20 予算額 H21 予算額

2,000 2,880 教育委員会 生涯学習課

② 小・中・高等学校等におけるキャリア教育の充実

H20 予算額 H21 予算額

1,028 － 教育委員会
指導第一課
指導第二課

（２）生涯を通じた学習機会の提供

① 男女共同参画に関する理解を深めるための生涯にわたる多様な学習機会の提供

② 男女が様々な分野の活動に主体的に参画できるような学習機会の提供

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

③ 男女共同参画に関する学習情報の提供や学習相談への対応等の学習支援体制の整備

H20 予算額 H21 予算額

－ 5,612 教育委員会 生涯学習課

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

（３）研修の充実・支援

① 県職員の男女共同参画に関する理解を深めるための管理職，一般職等職務に応じた研修の実施

H20 予算額 H21 予算額

－ － 総務局 人事課

－ － 全局部

② 市町職員の男女共同参画に関する理解を深めるための市町と連携した研修機会の提供

③ 男女共同参画に関する理解を深めるための事業主に対する研修や企業が実施する研修の支援

H20 予算額 H21 予算額

－ －

環境県民局

商工労働局

人権男女共
同参画課

労働福祉課

具体的施策

具体的施策

広島県学習機会提供事業
　高等教育機関，民間，行政等が幅広く連携し，社会人等の学習ニーズに適切に対応した学習
機会を全県的に提供（インターネットによる情報提供の充実）
　　１　学習情報の収集，提供及び更新
　　　　 ・生涯学習情報提供システム「ひろしままなびネット」の拡充
　　 　　・緊急雇用対策基金を活用し，ホームページの更新を図る　（H21）
　　２　高等教育機関との協働による学習機会提供事業の実施
　　　　 ・連携公開講座等　（３コース程度）

情報の提供
　 社会参画に関する学習情報を提供する（財）広島県女性会議を支援

県の施策　

情報の提供
  男女共同参画に係る各種講座や講師等に関する情報の提供

県の施策　

具体的施策

発達段階に応じた系統的なキャリア教育の推進
　児童生徒がキャリア教育に関する学習内容等を記録する「私のキャリアノート」の配布

県の施策　

家庭教育応援プロジェクト事業
　家庭の教育力の向上を図るため，「『親の力』をまなびあう学習プログラム」を活用し，学識経験
者等による出前講座等を実施

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

学習機会の提供
　地域支援事業により学習機会を提供する（財）広島県女性会議を支援

自治総合研修センター事業
　人権問題職場研修推進員研修において，個別テーマとして研修を実施

職場研修の実施

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要
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基本となる施策の方向

　３　家庭における男女共同参画の推進

（１）家庭における男女共同参画を推進するための啓発の充実

① 家族が互いに尊重し協力し合い，家族の一員として家事・育児・介護などの責任を果たすための多様な啓発

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

－ － 教育委員会 指導第二課

（２）家庭教育・子育て支援の充実

① 父親の家庭教育への参加促進の取組を行う市町の支援及び家庭教育に関する学習機会の情報提供などの支援

H20 予算額 H21 予算額

－ － 教育委員会 生涯学習課

② 子どもと家庭に関する相談支援体制の充実

H20 予算額 H21 予算額

15 － 健康福祉局 健康対策課

5,637 5,637 健康福祉局 こども家庭課

7,035 7,030 教育委員会 指導第三課

③

H20 予算額 H21 予算額

244,057 287,882 健康福祉局 こども家庭課

2,031 1,711 健康福祉局 こども家庭課

1,617 1,453 健康福祉局 こども家庭課

普及啓発
　各種普及啓発講座を実施する（財）広島県女性会議を支援

広島県高等学校家庭クラブ連盟の活動
　家庭クラブ員が家庭科の学習で習得した知識・技術を生活に生かすことができ，男女が協力し
て主体的に家庭生活を創造していく実践力を育成

情報の提供
　平成２１年度版家庭教育手帳の原版ＣＤ－ＲＯＭの配布等による家庭教育に関する情報提供

県の施策　

県の施策　

具体的施策

具体的施策

「こども未来づくり・ひろしま応援隊」事業
　社会全体で子どもと子育てを応援する機運醸成及び協働による取組を推進するため，経済団
体や県などで構成する「こども未来づくり・ひろしま応援隊」が実施する子どもと子育てにやさしい
取組を支援

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

地域子育て支援拠点事業
　育児相談やつどいの広場など地域子育て支援の拠点となる保育所等への支援等を行う市町
に対し助成
　＜負担割合＞　　県２／３（国１／３），市町１／３

子育て支援人材育成事業
　子育て支援に携わる者等の人材育成や子どもを持つ保護者への研修等を実施する（財）ひろ
しまこども夢財団を支援

担当機関

担当機関

地域住民による主体的な子育て支援の促進や多様な子育て支援サービスの提供等次世代育成支援対策の計画に基づく市町の取組の促進などの
子育て支援体制の充実

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

未熟児訪問指導
　市町保健師が行う未熟児及びその保護者へ訪問指導を，保健所保健師が支援

子ども何でもダイヤル電話相談事業
  子育てや子ども自身の悩みについて電話相談により早期，適切に援助

教育相談推進事業
　児童生徒の悩みや不安の相談に応ずる相談体制の整備

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要
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基本となる施策の方向　

　１　生涯を通じた健康と自立の支援

（１）生涯を通じた健康対策の推進

① 思春期，妊娠・出産期，成人期，高齢期等各ステージにおける性別に対応できる医療及び健康づくり対策の実施

H20 予算額 H21 予算額

2,626 386 健康福祉局 健康対策課

66,190 65,448 健康福祉局 健康対策課

6,721 6,479 健康福祉局 健康対策課

【新】 846,399 健康福祉局 健康対策課

274,533 289,255 健康福祉局 医療保険課

②

H20 予算額 H21 予算額

－ －
商工労働局
健康福祉局

労働福祉課
健康対策課

③ エイズ，性感染症，薬物乱用などの実態を踏まえた対策の推進

H20 予算額 H21 予算額

6,944 6,885 健康福祉局 健康対策課

54,800 54,476 健康福祉局 健康対策課

7,693 6,912 健康福祉局 健康対策課

893,200 785,393 健康福祉局 健康対策課

4,995 4,875 健康福祉局 薬務課

エイズ予防対策事業
１  推進体制の充実…エイズ対策推進会議を開催
２　普及啓発の推進…啓発資料の作成配布及び出前講演会等を開催
３　相談体制の充実… カウンセリング能力を有する職員を養成するとともに，保健所（分室），
　健康対策課，広島エイズダイヤルで相談業務を実施
　　電話相談　毎週土，日曜日（９：００～１６：００）※第１土曜日は除く。
　　派遣ｶｳﾝｾﾗｰによる相談　随時(医療機関，保健所(分室)からの予約)
４　検査体制の充実…感染の不安がある人などに対し，次の所でエイズ抗体検査を匿名無料で実施
　　 ・各保健所等
　　 ・広島エイズダイヤル（県立広島病院内）   毎月第２･４日曜日 １３：００～１６：００
５　医療体制の充実
　　 ・エイズカウンセラーの派遣     ・エイズ予防薬の配置
　　 ・県内拠点病院の設置          ・県中核拠点病院の指定

感染症対策事業

肝炎対策事業
１  肝炎対策協議会の開催
２　肝疾患診療連携拠点病院の整備
　（1）肝疾患相談室の整備（広島大学病院外来棟１階内）
　　　　【一般相談】　月～金　　１０：００～１６：００（１２：００～１３：００を除く。）
　　　　　　　　　　　　　電話及び面談（面談は予約制）　看護師対応
　　　　【専門相談】　一般相談後，必要に応じ実施
　　　　　　　　　　　　　電話及び面談（面談は予約制，一般相談後に受付）　医師対応
　（2）肝疾患診療連携拠点病院等連絡会の運営　　（3）医療従事者（専門）研修の実施
３　人材育成事業
　（1）保健指導者への研修　　（2）かかりつけ医等への研修
４　普及啓発  　　  ・エイズカウンセラーの派遣
    　肝炎患者や家族等を対象に，肝炎に関する正しい知識や受診の促進を図るため，
　　リーフレット等を活用した普及啓発を実施

肝炎ウイルス検査・治療費助成事業
　１  肝炎ウイルス検査の実施（無料）…実施場所：保健所・委託医療機関
  ２  治療費助成等…インターフェロン治療を実施した者（県が発行する受給者証を有する者）
　　に対して医療費を助成する
　３　制度の普及啓発…治療費助成制度を円滑に運営するため，制度に係る事項について，
　　関係機関に対し説明会等を実施する

薬物乱用防止対策事業

健康増進事業
　中高年の疾病予防及び健康管理を図るため，市町が実施する次の事業に対して助成
    ・健康教育事業　　　　　・機能訓練事業　　　・健康相談事業
    ・訪問指導事業　　　    ・健康診査事業　    ・健康手帳の交付

ひろしま健康づくり県民運動
　幅広い関係者によって設置された「ひろしま健康づくり県民運動推進会議（平成２０年７月設
立）による，健康づくり県民運動を実施し，個人の健康づくりを社会全体で支援
    ・ひろしま健康づくり県民運動推進会議の運営
　　・げんき！健康！ひろしま県キャンペーン事業
　　・広報，地域の健康づくりリーダー育成，県民ウォーキング大会
　　・医療資源の効果的な活用の推進　・こころの健康づくり普及啓発

妊婦健康診査支援事業
　市町が実施する妊婦健康診査助成事業の内，地方財政措置がされていない９回分につい
て，国からの妊婦健康診査臨時特例交付金を原資に妊婦健康診査支援基金を造成し，費用の
一部を助成

市町国保特定健診・保健指導県負担金
　市町国保が実施するメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）等の概念を導入した特定健
診・特定保健指導に要する費用の一部を助成
　・対象者  ４０歳～７４歳の市町国民健康保険の被保険者

母性健康管理指導事項連絡カード活用の推進

担当機関

担当機関

担当機関

女性が妊娠・出産後も安心して働き続けることができる母性保護と母性健康管理対策の推進

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

生活習慣病対策事業
　「健康ひろしま２１」（県健康増進計画）に基づく健康増進施策を推進するため，進捗状況の進
行管理，評価分析，推進施策を協議

県の施策　

具体的施策

安心づくり
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④

H20 予算額 H21 予算額

8,306 18,476 健康福祉局 医療政策課

147,883 146,962 健康福祉局 医療政策課

51,603 63,572 健康福祉局 健康対策課

（２）だれもが安心して暮らし，自立できるための支援

① 高齢期における様々なニーズに応じた社会参画の機会の提供や支援の充実

H20 予算額 H21 予算額

55,007 57,474 健康福祉局
高齢者支援
課

45,535 44,898 健康福祉局
高齢者支援
課

【新】 15,203 健康福祉局
高齢者支援
課

②

H20 予算額 H21 予算額

29,858 29,616 健康福祉局
高齢者支援
課

10,000 10,000 商工労働局
雇用人材確
保課

11,495 7,784 健康福祉局
高齢者支援
課

【新】 3,120 健康福祉局
介護人材就
業支援PT

【新】 1,594 健康福祉局
介護人材就
業支援PT

463,413 481,982 健康福祉局
障害者支援
課

3,514 3,491 健康福祉局
障害者支援
課

46,594 48,293 健康福祉局
障害者支援
課

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

「介護の日」広島県大会
　介護職場の社会的評価を高めるため，講演，介護福祉士によるアトラクション等，介護の仕事
のPRイベントを開催

市町障害者地域生活支援事業
　障害者の地域生活を支援するための事業を実施する市町に助成

広島県周産期医療システム運営事業

小児救急医療確保対策事業

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

介護予防研修相談センター事業
　介護知識・技術及び福祉用具の普及，介護予防の推進等により，高齢者の生活の質の確保
を図るとともに，高齢者を支える地域づくりを支援
　＜運営方法＞　(財)広島県健康福祉センター（指定管理者）
　＜事業内容＞　・介護知識・技術の普及のための研修　　・福祉用具の展示・相談
　　　　　　　　　　　・専門相談（認知症介護・虐待・権利擁護等）

高齢者就業支援事業
　高年齢者の就業を通じた社会参画を図るための，（社）広島県シルバー人材セ ンター連合会
に対する補助

認知症にやさしい地域づくり支援事業
　認知症高齢者やその家族が住み慣れた地域において安心して暮らすことができるよう，普及
啓発の促進，適切なケアの医療・介護の提供や，地域における認知症ケア体制を強化
　＜実施体制＞　認知症地域支援体制推進会議
　＜事業内容＞　認知症地域支援体制構築事業（２市町へ委託）
　　　　　　　　　　　・地域資源マップの作成　　　　　　　・認知症ケア・虐待防止のサポート
　　　　　　　　　　　・徘徊SOSネットワークの構築　　　 ・認知症相談の実施
　　　　　　　　　　　・地域認知症介護支援体制の構築

介護サポーター養成研修
　団塊の世代など介護関係業務の未経験者を対象に，基礎的な介護技術の演習や介護現場
の見学等を内容とする研修を実施（広島県社会福祉協議会等への補助）

聴覚障害者社会参加支援事業
　聴覚障害者に対する情報提供を行い，障害者全体の交流を促進（広島県社会福祉協議会に
委託）

障害者社会参加推進事業
　手話通訳者や要約筆記者等の人材育成，身体障害者補助犬育成，全国障害者スポーツ大
会選手派遣等

担当機関

高齢者の生活支援，介護予防，介護のニーズに総合的に対応する体制の整備及び障害者が地域で安心して自立した生活ができるための支援

明るい長寿社会づくり推進事業
　高齢者のスポーツ，健康づくり及び地域活動等を推進するための事業を実施
　＜運営方法＞　（財）広島県健康福祉センター（指定管理者）
　＜事業内容＞　・スポーツ，健康づくり及び地域活動の推進
　　　　　　　　　　　・高齢者の社会活動を促進するための指導者等の育成
　　　　　　　　　　　・高齢者の生きがいと健康づくり関係組織の育成
　　　　　　　　　　　・シニア総合スポーツ大会の開催
　　　　　　　　　　　・全国健康福祉祭の派遣選手選考及び派遣

老人クラブの育成
　平成１９年度に財団法人広島県老人クラブ連合会がまとめた「これからの老人クラブ活動のあ
り方に関する報告書」に基づく地域支援活動の推進や地域づくり活動の定着について支援す
る。また，市町を単位とする研修，健康づくりなど広域的な事業を展開する市町老人クラブ連合
会に対して助成を行うとともに，財団法人広島県老人クラブ連合会に対して助成する。
　・クラブ数　１,８８５クラブ（見込み）　・会員数　１１０,００２人（見込み）  ※広島市，福山市を除く。

プラチナ世代社会参画促進事業
　・ プラチナ世代支援協議会を設置
　・ 高齢者一人ひとりが地域を支える一員として活躍できるようプラチナ世代（概ね５５歳以上）の
高齢期に向けた準備のための研修会やｲﾍﾞﾝﾄを開催
　・ 中核的役割を担う地域リーダーの養成など実施

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

担当機関

県の施策　

具体的施策

周産期医療体制，不妊相談等支援体制及び小児医療体制の充実

不妊治療等支援事業
＜不妊専門相談センター事業＞
１　不妊専門相談センター運営検討会議開催…不妊相談の効果的な実施及び今後のあり方につ
　いて検討
２  不妊専門相談センターの運営…不妊に関する相談指導，治療に対する情報提供等を実施
      　〔一般相談〕 　電話相談　 毎週火・水曜日　16:00～18:30　助産師対応
　　　  　　　 　　　　   面接相談　 毎週金曜日　　 　14:00～16:00　助産師対応
　　　　  　　　　　　  　ＦＡＸ相談　 随時受付　毎週金曜日に返信　助産師対応
　　　　　　　　　　　　　電子メール相談　 随時受付　原則1週間以内に返信　助産師対応
　　　  〔専門相談〕 　面接相談　　医師対応　　※一般相談後に予約制で実施
＜不妊治療支援事業＞
　不妊治療の経済的負担の軽減を図るため，医療保険が適用されず高額の医療費がかかる配
偶者間の不妊治療（体外受精・顕微授精）に要する費用の一部を助成
    ・助成額　　1回当たり上限額10万円，1年度2回まで，通算5年間助成
    ・対象者　　夫婦の所得の合計額が730万円未満の者
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6,781 3,628 商工労働局
職業能力開
発課

63 54 商工労働局
雇用人材確
保課

179,000 133,000 商工労働局 金融課

12,755 8,220 商工労働局
雇用人材確
保課

③男女共同参画の視点を取り入れた防災・災害復興体制の整備

H20 予算額 H21 予算額

－ － 危機管理監 消防保安課

基本となる施策の方向 

　２　男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進

（１）配偶者等からの暴力を防止するための取組の推進

① ＤＶ防止法の周知徹底による配偶者等からの暴力の防止に向けた啓発

H20 予算額 H21 予算額

420 642 健康福祉局 こども家庭課

－ － 警察本部
生活安全企
画課

② 専門相談員の育成，相談窓口の拡充，設置場所の情報提供等被害者が安心して相談することができる相談体制の充実

H20 予算額 H21 予算額

122 167 健康福祉局 こども家庭課

364 570 健康福祉局 こども家庭課

2,593 － 警察本部 警務課

－ －
警察本部

警察安全相
談課

③ 一時保護施設の拡充など保護体制の充実

H20 予算額 H21 予算額

5,571 13,012

健康福祉局

警察本部

こども家庭課

生活安全企
画課

182 176 健康福祉局 こども家庭課

④ 被害者の自立支援体制の充実及び関係機関の連携強化

H20 予算額 H21 予算額

2,981 2,999 健康福祉局 こども家庭課

208 203 健康福祉局 こども家庭課

846 846 健康福祉局 こども家庭課

被害者に対する情報の提供
  ・広報ポスター，リーフレット等の配布
  ・ＤＶ・ストーカー対策ビデオによる広報

専門研修の実施
　暴力被害者の特性を知り，被害者の二次被害を防ぐため，婦人相談員等関係職員の専門研
修を実施

県の施策　

具体的施策

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

労働支援融資（障害者雇用促進支援資金）
　次のいずれかに該当する中小企業者への融資
   ①新たに障害者を常用雇用するもの
   ②常用雇用されている障害者の割合が1.8％以上のもの
   ③障害者の雇用促進を図るための施設・設備の設置又は改善を行うもの

障害者の雇用促進事業
　障害者の職場定着支援のため，障害者を支援するジョブサポーターの養成研修・派遣事業を
実施

消防団員確保のための啓発・広報活動
　消防団員の維持・確保のための取組として，消防団PR資材（パンフレット）を作成し，各消防
団・分団，消防本部，市町，高等学校，大学・短期大学等に配布することで，もって女性の消防
団への加入を促進

啓発リーフレット等の作成・配布
　配偶者からの暴力を防止し，被害者の保護を図るため，リーフレット等を作成
　（配偶者暴力相談支援センターリーフレット・窓口カード，DV相談マニュアル等）

障害者在宅ワーク支援研修事業
　障害者のホームページ作成研修を実施し，障害者の在宅勤務を促進

障害者雇用促進事業
　障害者就業・生活支援センターに対する指導・監督

専門研修の実施
  ・警察署の嘱託相談員に対して対応要領に関する研修の実施
  ・被害者支援要員及び心理職職員の技能向上を図るための研修の実施

一時保護委託の実施
　配偶者等からの追跡の危険を避け，安全を確保するため，緊急避難的に婦人保護施設，民
間シェルターに一時保護を委託
    ・民間シェルター住居費加算

弁護士の確保
　 保護命令制度の利用等における法的サポートを行うための体制を整備

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

他都道府県とのネットワークづくりを通じた情報収集
　他都道府県との情報交換，暴力被害者の広域移送のためのネットワークづくり，相談業務等に
関する情報収集を行うため，各種セミナー等へ参加

女性相談窓口の充実
　・相談に対応する女性警察官の配置拡大
　・女性が安心して訪問・相談できる環境の整備

担当機関

担当機関

担当機関

担当機関

休日夜間の電話相談
　休日・夜間電話相談員を配置し，被害者からの緊急相談に対応（３名交代制）
  　夜間　１７：００～２０：００（土・日・祝日を除く）　／　土・日・祝日　１０：００～１７：００

通訳の確保
　外国人の相談，一時保護，自立支援等各場面に，必要に応じて通訳を確保

被害者の広域移送
　配偶者等からの暴力の危険から遠ざけ安全を確保するため，他都道府県の婦人相談所等へ
暴力被害者等を移送

担当機関事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要
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161 137 健康福祉局 こども家庭課

63 17 健康福祉局 こども家庭課

－ － 警察本部
警察安全相
談課

⑤ 民間団体との協働事業の実施によ.る被害者の支援

H20 予算額 H21 予算額

780 600 健康福祉局 こども家庭課

（２）セクシュアル・ハラスメント等男女間におけるあらゆる暴力を防止するための取組の推進

①

H20 予算額 H21 予算額

－ － 商工労働局 労働福祉課

－ －

総務局
教育委員会

警察本部

人事課
総務課
教職員課
警務課

② ストーカー規制法，売春防止法等の周知徹底による男女の人権尊重に向けた啓発

H20 予算額 H21 予算額

－ － 警察本部
生活安全企
画課

－ －

健康福祉局

警察本部

こども家庭課

生活安全企
画課

③ 性犯罪，売買春に対する取締強化及び防止に向けた啓発

H20 予算額 H21 予算額

－ －
環境県民局
警察本部

県民活動課
少年対策課

－ － 警察本部 少年対策課

普及啓発
   男女雇用機会均等法の普及啓発

県の施策　

具体的施策

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

関係機関連絡会議の開催
　配偶者等からの暴力について，適切かつ迅速な対応を行うため連絡会議を開催し，相談・支
援体制のネットワーク化を推進
 　（法務局，裁判所，警察，福祉事務所，民間団体等）

市町自立支援ネットワーク構築の支援
　市町内部等の連絡組織である「配偶者暴力相談支援連絡会」の立ち上げ支援や市町を中心
とした被害者支援ネットワークの構築を支援
    ・ケース事例集の作成
    ・ネットワークの構築支援

相談業務ネットワーク連絡会議の開催
  ・関係機関，団体間の連携強化，情報の共有化
  ・広島県被害者支援連絡協議会との有機的な連携と協力体制の確立
  ・犯罪被害者支援に関係する行政機関・団体との相互協力による犯罪被害者等への各種支
援の実施

関係機関連絡会議による連携強化，情報の共有化を行うとともに，次の事業の実施を支援
    ・普及啓発事業
    ・シェルター立ち上げ事業
    ・被害者ケア事業

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

県職員等の職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進
　「セクシュアル・ハラスメントの防止に関する基本方針」等に基づき，県職員等の意識を高め，
セクシュアル・ハラスメント問題の発生を防止するとともに，職員を対象とした相談窓口（電話や
電子メール等）において相談に対応
児童生徒の学校におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進
　教育委員会及び学校に，児童生徒に対するセクシュアル・ハラスメントに関する相談窓口を新
たに設置し，児童生徒等からの相談に対応

ストーカー規制法の効果的運用

普及啓発
   リーフレット，ポスター等作成・配布

少年をとりまく有害環境対策の推進
　有害図書類，違法・有害サイト等少年を取り巻く有害環境の取締強化

福祉犯取締の強化
　少年の性被害にかかる福祉犯の取締強化

担当機関

担当機関

担当機関

担当機関

職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進及び学校，地域社会等のあらゆる分野におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に向けた啓
発

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要
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④ 男女間におけるあらゆる暴力に係る相談体制・一時保護体制の整備及び専門相談員の育成

H20 予算額 H21 予算額

85,318 83,389 健康福祉局 こども家庭課

211 229 警察本部
警察安全相
談課

⑤ 被害者が相談しやすい環境の整備及び社会復帰支援の充実

H20 予算額 H21 予算額

－ － 健康福祉局 こども家庭課

10,533 9,636 警察本部
警察安全相
談課

⑥ 男女間における暴力の発生を防ぐ安全・安心なまちづくりの推進

H20 予算額 H21 予算額

52,068 8,512 警察本部
生活安全企
画課

基本となる施策の方向

　３　男女共同参画の視点に立った国際活動の推進

（１）国際交流・国際協力・平和貢献の推進

① 男女共同参画の視点に立った国際交流・国際協力・平和貢献を推進するための環境整備

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

（２）情報の収集及び提供

① 男女共同参画に関する国際的な取組指針などの情報の収集・提供

H20 予算額 H21 予算額

－ － 環境県民局
人権男女共
同参画課

情報の提供
　 国や国際機関の取組等に関する情報を県内に幅広く提供

一時保護の実施（婦人保護事業）
　１　西部こども家庭センター（婦人相談所）の運営
　　　売春防止法に基づき，要保護女子の早期発見，転落の未然防止を行うとともに，
　　社会生活を営む上で何らかの問題を有する女子に対して次の業務を実施
　　　・相談業務
　　　・調査
　　　・医学的，心理学的及び職能的判定･指導
　　　・一時保護
　　　・婦人保護施設への収容
　２　婦人相談員の設置
　　　要保護女子の転落防止だけでなく，社会生活を営む上で何らかの問題を有する
　　女子に対して相談･指導
　　　(県)西部こども家庭センター６人，
　　 　　　東部こども家庭センター１人，北部こども家庭センター１人
　   　(市)広島･呉･三原･尾道･福山･三次　１０人
　　    　　　※市婦人相談員設置に係る県費負担なし。
　３　婦人保護施設への収容保護
　　　要保護女子等の転落防止と保護更生のため施設へ収容し生活指導又は職業指導

犯罪被害者支援
　警察安全相談担当者及び心理職職員の技能向上のための研修の開催

一日総合相談会への婦人相談員の派遣

犯罪被害者支援の推進
　１　犯罪被害者等への各種情報提供
　　・犯罪被害者等への要望に基づく各種情報提供
　　・相談窓口の周知のための広報等
　２  捜査過程における二次的被害の防止・軽減措置
　  ・性犯罪被害初診料，診断書料，緊急避妊措置及び人工妊娠中絶費用等支給制度の活用
　　・警察施設外相談室借上制度の活用
　　・遺体搬送費用の支給
　３　犯罪被害者等の安全確保
 　 ・一時保護対策の徹底
　  ・緊急通報システムの効果的運用
　４　犯罪被害者支援に関する各種研修等の実施
　５　精神的被害回復への支援
 　 ・心理職職員の効果的活用
　６　関係機関・団体との連携
　  ・犯罪被害者等の多様なニーズへの対応
    ・犯罪被害者等早期援助団体である（社）広島被害者支援センターへの情報提供及び
     支援と連携
　  ・広島県被害者支援連絡協議会，日本司法支援センター，地方自治体被害者担当
　　　窓口との連携
　７　県民への啓発活動の促進

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

県の施策　

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

国際交流事業
　国際理解を推進するため，県内の団体と外国の女性団体等との交流研究活動を実施する
（財）広島県女性会議を支援

県の施策　

具体的施策

具体的施策

担当機関

担当機関

担当機関

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　概　　要

女性・子どもを守る施策の推進
　ボランティア，自治体等との連携による女性・子どもを守る施策の推進
　  ・女性・子どもに対する防犯指導　　　・自主的防犯活動への支援
　  ・子ども緊急通報装置の運用　　　　　・スーパー防犯灯の運用
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第 ４ 部   

 

市 町 の 取 組             

 

 
 



１　市町の男女共同参画の取組状況等

条例名 施行年月日 計画名 策定年月 策定予定年月

○ ○ ○ 広島市男女共同参画推進条例 平成13(2001).9.28 広島市男女共同参画基本計画（第２期） 平成20(2008).3

○ ○ ○ くれ男女共同参画推進条例 平成13(2001).12.21 くれ男女共同参画基本計画 （第２次） 平成20(2008).3

○ ○ ○ たけはら２１男女共同参画プラン 平成14(2002).3

○ ○ 三原市男女共同参画プラン 平成19(2007).3

○ ○ ○ 尾道市男女共同参画プラン 平成17(2005).3

○ ○ ○ 福山市男女共同参画推進条例 平成14(2002).4.1 福山市男女共同参画基本計画（第２次） 平成20(2008).3

○ ○ 府中市男女共同参画プラン 平成14(2002).3

○ ○ ○ 三次市男女共同参画推進条例 平成16(2004).4.1 三次市男女共同参画基本計画 平成17(2005).3

○ ○ ○ 庄原市男女共同参画プラン 平成19(2007).4

○ おおたけ男女共同参画プラン 平成11(1999).8

○ ○ ○ 東広島市男女共同参画推進計画 平成12(2000).3

○ ○ ○ 廿日市市男女共同参画プラン 平成17(2005).3

○ ○ 安芸高田市男女共同参画推進条例 平成21(2009).4.1 安芸高田市男女共同参画プラン 平成18(2006).3

○ 江田島市男女共同参画基本計画 平成19(2007).3

府 中 町 ○ ○ ○ 府中町男女共同参画プラン 平成19(2007).3

海 田 町 ○ 海田町男女共同参画基本計画 平成20(2008).3

熊 野 町 ○ 熊野町男女共同参画プラン 平成20(2008).2

坂 町 ○ 平成23(2011).3

安芸太田町 ○

北 広 島 町 ○ 北広島町男女共同参画プラン 平成20(2008).7

豊
田
郡

大崎上島町 ○

世
羅
郡

世 羅 町 ○ 平成22(2010).3

神
石
郡

神石高原町 ○ ○ 平成22(2010).3

23 12 12 5 　 18 3

※1 窓口とは，男女共同参画に関する担当部署の設置根拠を条例等で明記しているものをいう。

広 島 市

平成21（2009)年4月1日現在

市町名 窓口※1
庁内推進

組織の設置
諮問機関
の設置

条例制定状況 基本計画策定状況

安 芸 高 田 市

江 田 島 市

呉 市

竹 原 市

三 原 市

尾 道 市

安
芸
郡

山
県
郡

計（23市町）

福 山 市

府 中 市

三 次 市

庄 原 市

大 竹 市

東 広 島 市

廿 日 市 市
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（１）市町の議員の状況

（２）市町の行政委員会（地方自治法第180条の5）委員の状況

（３）市町の審議会等委員の状況

（４）市町の職員及び管理職（課長相当職以上）の状況

２　市町における男女共同参画の状況の推移

73 75 76 77
84

76

51 49 49 48

5.3 5.6 5.7 5.8

6.8 7.1 7.2 7.5
8.1 8.3
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150 女性議員

議員数に占める女性の
割合

（女性議員数：人）（議員に占める女性の割合：％）

（注）各年12月31日現在

資料：総務省｢地方公共団体の
議
　　  会の議員及び長の所属党
　　　派別人員調等」

25.4
28.4

30.5
33.3 32.6

41.8

5.2 5.8 6.5 6.9 6.6 7.1 8.2 8.5 9.3
11.1

47.3

47.3
49.650.4

0
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平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21年
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（％）

女性が参画している
行政委員会数の割合

委員数に占める女性の
割合

（注）各年4月1日現在
　　（ただし，平成14(2002)年，
　　　平成15（2003）年は
　　　3月31日現在）

 資料：人権男女共同参画課調べ

66.8 67.5 69.5
73.1 75.3 77.2 78.6

14.6 15.5 18.0 18.7 20.5 22.8 23.3 23.0 23.7 24.1

79.7 79.3 82.0
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審議会等数の割合

委員数に占める女性の
割合

（注）各年4月1日現在
　　（ただし，平成14(2002)年，
　　　平成15（2003）年は
　　　3月31日現在）

資料：人権男女共同参画課調べ

38.5 39.9 39.9 39.9 40.1
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10.9 10.9

0

10

20

30

40

50

平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21年

(2000) (2001) (2002) (2003) (2004) (2005) (2006) (2007) (2008) (2009)

（％）
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割合

管理職に占める女性の
割合

（注）各年4月1日現在

資料：人権男女共同参画課調べ
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３　市町の議員の状況

平成20(2008)年12月31日現在

広 島 市 55 7 48 12.7

呉 市 38 4 34 10.5

竹 原 市 16 1 15 6.3

三 原 市 37 3 34 8.1

尾 道 市 33 2 31 6.1

福 山 市 46 5 41 10.9

府 中 市 23 4 19 17.4

三 次 市 26 2 24 7.7

庄 原 市 33 0 33 0.0

大 竹 市 16 1 15 6.3

東 広 島 市 31 3 28 9.7

廿 日 市 市 32 4 28 12.5

安 芸 高 田 市 20 1 19 5.0

江 田 島 市 25 1 24 4.0

市 計 431 38 393 8.8

府 中 町 18 4 14 22.2

海 田 町 15 1 14 6.7

熊 野 町 15 2 13 13.3

坂 町 12 1 11 8.3

安 芸 太 田 町 16 2 14 12.5

北 広 島 町 24 0 24 0.0

大 崎 上 島 町 16 0 16 0.0

世 羅 町 16 0 16 0.0

神 石 高 原 町 14 0 14 0.0

町 計 146 10 136 6.8

市 町 計 577 48 529 8.3

女性割合 (％)市町名 議員総数 (人) 女性議員数 (人) 男性議員数 (人)
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４  市町の審議会等委員の状況
（1)　行政委員会（地方自治法第180条の5）

平成21(2009)年4月1日現在

割合 総数 女性委員 割合 割合 総数 女性委員 割合

(％) （人) (人) (％) (％) (人) (人) (％)

広 島 市 6 6 100.0 96 22 22.9 広 島 市 65 47 72.3 1,082 328 30.3

呉 市 6 5 83.3 61 5 8.2 呉 市 43 36 83.7 700 150 21.4

竹 原 市 6 3 50.0 31 4 12.9 竹 原 市 21 17 81.0 262 60 22.9

三 原 市 6 2 66.7 59 5 8.5 三 原 市 29 26 89.7 505 99 19.6

尾 道 市 6 4 66.7 58 7 12.1 尾 道 市 34 27 79.4 563 113 20.1

福 山 市 6 3 50.0 59 4 6.8 福 山 市 52 48 92.3 1,001 231 23.1

府 中 市 6 4 66.7 42 7 16.7 府 中 市 33 26 78.8 466 108 23.2

三 次 市 6 5 83.3 56 10 17.9 三 次 市 29 26 89.7 423 126 29.8

庄 原 市 6 2 33.3 59 5 8.5 庄 原 市 27 22 81.5 462 90 19.5

大 竹 市 6 2 33.3 28 3 10.7 大 竹 市 24 16 66.7 261 40 15.3

東 広 島 市 6 3 50.0 64 6 9.4 東 広 島 市 36 33 91.7 596 162 27.2

廿 日 市 市 6 3 50.0 41 5 12.2 廿 日 市 市 27 25 92.6 454 99 21.8

安芸高田市 6 2 33.3 54 4 7.4 安芸高田市 19 16 84.2 426 132 31.0

江 田 島 市 6 3 50.0 39 4 10.3 江 田 島 市 32 29 90.6 475 102 21.5

市 計 84 47 56.0 747 91 12.2 市 計 471 394 83.7 7,676 1,840 24.0

府 中 町 4 3 75.0 14 5 35.7 府 中 町 27 20 74.1 328 92 28.0

海 田 町 4 2 50.0 14 3 21.4 海 田 町 16 10 62.5 157 25 15.9

熊 野 町 5 2 40.0 27 2 7.4 熊 野 町 9 7 77.8 98 23 23.5

坂 町 5 0 0.0 24 0 0.0 坂 町 20 16 80.0 263 63 24.0

安芸太田町 5 2 40.0 34 4 11.8 安芸太田町 11 9 81.8 148 23 15.5

北 広 島 町 5 2 40.0 54 3 5.6 北 広 島 町 10 9 90.0 175 52 29.7

大崎上島町 5 1 20.0 35 1 2.9 大崎上島町 12 10 83.3 153 49 32.0

世 羅 町 5 2 40.0 41 3 7.3 世 羅 町 26 20 76.9 391 107 27.4

神石高原町 5 2 40.0 39 2 5.1 神石高原町 8 5 62.5 105 10 9.5

町 計 43 16 37.2 282 23 8.2 町 計 139 106 76.3 1,818 444 24.4

市 町 計 127 63 49.6 1,029 114 11.1 市 町 計 610 500 82.0 9,494 2,284 24.1

広
域

三 原 市 1 1 100.0 6 1 16.7
(注)

広 域 計 1 1 100.0 6 1 16.7

611 501 82.0 9,500 2,285 24.1合計

委員数

平成21(2009)年4月1日現在

市町名
総数

女性の
参画有

委員会数

（2）附属機関及びその他法律・条例により設置された
     審議会，委員会等

女性の
参画有

委員数

市
町

市町名

審議会等数

総数

（注）広域：複数の市町を含む広域の審議会については，当該審議会の
            事務局が所在する市において全委員分をまとめています。
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５　市町の職員及び管理職（課長相当職以上）の状況

総数(人) 女性(人) 男性(人) 女性割合 総数(人)女性(人)男性(人) 女性割合 総数 女性 男性

(a) (b) (c) (％) (d) (e) (f) (％) (d/a) (e/b) (f/c)

広 島 市 11,246 4,155 7,091 36.9 861 73 788 8.5 7.7 1.8 11.1

呉 市 2,724 648 2,076 23.8 258 5 253 1.9 9.5 0.8 12.2

竹 原 市 269 115 154 42.8 32 1 31 3.1 11.9 0.9 20.1

三 原 市 978 300 678 30.7 85 18 67 21.2 8.7 6.0 9.9

尾 道 市 2,401 1,147 1,254 47.8 134 14 120 10.4 5.6 1.2 9.6

福 山 市 4,012 1,831 2,181 45.6 289 22 267 7.6 7.2 1.2 12.2

府 中 市 601 297 304 49.4 54 17 37 31.5 9.0 5.7 12.2

三 次 市 1,016 523 493 51.5 70 9 61 12.9 6.9 1.7 12.4

庄 原 市 638 241 397 37.8 70 7 63 10.0 11.0 2.9 15.9

大 竹 市 317 93 224 29.3 52 7 45 13.5 16.4 7.5 20.1

東 広 島 市 1,643 625 1,018 38.0 207 45 162 21.7 12.6 7.2 15.9

廿 日 市 市 1,107 393 714 35.5 126 24 102 19.0 11.4 6.1 14.3

安芸高田市 459 143 316 31.2 59 4 55 6.8 12.9 2.8 17.4

江 田 島 市 450 153 297 34.0 69 3 66 4.3 15.3 2.0 22.2

市 計 27,861 10,664 17,197 38.3 2,366 249 2,117 10.5 8.5 2.3 12.3

府 中 町 348 103 245 29.6 39 2 37 5.1 11.2 1.9 15.1

海 田 町 195 81 114 41.5 40 8 32 20.0 20.5 9.9 28.1

熊 野 町 155 50 105 32.3 31 2 29 6.5 20.0 4.0 27.6

坂 町 104 28 76 26.9 22 4 18 18.2 21.2 14.3 23.7

安芸太田町 307 174 133 56.7 39 6 33 15.4 12.7 3.4 24.8

北 広 島 町 405 134 271 33.1 37 4 33 10.8 9.1 3.0 12.2

大崎上島町 131 46 85 35.1 17 4 13 23.5 13.0 8.7 15.3

世 羅 町 227 94 133 41.4 28 6 22 21.4 12.3 6.4 16.5

神石高原町 197 76 121 38.6 28 3 25 10.7 14.2 3.9 20.7

町 計 2,069 786 1,283 38.0 281 39 242 13.9 13.6 5.0 18.9

市 町 計 29,930 11,450 18,480 38.3 2,647 288 2,359 10.9 8.8 2.5 12.8

平成21(2009)年4月1日現在

市町名

職員数 管理職 管理職の比率(％)
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６　市町の男女共同参画行政担当窓口

平成21（2009）年4月1日現在

部署 〒 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号

市民局人権啓発部
男女共同参画課

730-8586 広島市中区国泰寺町1丁目6-34 082-504-2108 082-504-2609

市民部人権センター 737-0051 呉市中央5丁目12-21 0823-25-3476 0823-26-6267

民生部人権推進室人権対策係 725-0026 竹原市中央5丁目5-17 0846-22-7736 0846-22-7736

教育委員会青少年女性課
青少年女性係

723-0014 三原市城町1丁目2-1 0848-64-9234 0848-67-5912

市民生活部人権推進課
人権推進係

722-0041
尾道市防地町26-24
尾道市人権文化センター内

0848-37-2631 0848-37-6631

市民局人権推進部
男女共同参画センター

720-0067
福山市西町1丁目1-1
福山ロッツ内

084-991-5011 084-991-5013

総務部総務課人権推進係 726-8601 府中市府川町315 0847-43-7212 0847-46-3450

地域振興部地域振興課
ひとづくり係

728-0013 三次市十日市東3丁目14-2 0824-64-2832 0824-64-2832

女性児童課男女共同参画係 727-8501 庄原市中本町１丁目10-1 0824-73-1243 0824-75-0195

総務企画部企画財政課
人権推進係

739-0692 大竹市小方1丁目11-1 0827-59-2145 0827-57-7130

生活環境部人権推進課
男女共同参画係

739-8601 東広島市西条栄町8-29 082-420-0927 082-423-0270

自治振興部人権･男女共同推進課
啓発･推進係

738-8501 廿日市市下平良1丁目11-1 0829-30-9136 0829-32-1059

市民部市民生活課人権推進係 731-0592 安芸高田市吉田町吉田791 0826-42-1126 0826-47-1206

市民生活部市民生活課
人権推進室

737-2392 江田島市能美町中町4859-9 0823-40-2211 0823-45-2265

府 中 町
生活環境部町民生活課
人権推進室

735-8686 安芸郡府中町大通3丁目5-1 082-286-3165 082-286-3199

海 田 町 福祉保健部福祉課女性児童係 736-8601 　〃　海田町上市14-18 082-823-9207 082-823-7927

熊 野 町 教育委員会教育部生涯学習課 731-4292 　〃　熊野町中溝1丁目1-1 082-820-5621 082-855-1110

坂 町 民生部民生課生活係 731-4393 　〃　坂町平成ヶ浜1丁目1-1 082-820-1505 082-820-1521

安芸太田町 住民生活課 731-3810 山県郡安芸太田町大字戸河内784-1 0826-28-1960 0826-28-1622

北広島町 町民課人権センター 731-1533 　〃　北広島町有田495-1 0826-72-5020 0826-72-5020

豊
田
郡

大崎上島町 住民課人権福祉係 725-0231 豊田郡大崎上島町東野6625-1 0846-65-3113 0846-65-3198

世
羅
郡

世 羅 町 企画情報課自治振興係 722-1192 世羅郡世羅町西上原123-1 0847-22-3206 0847-22-2768

神
石
郡

神石高原町 企画財政課企画財政係 720-1522 神石郡神石高原町小畠2025 0847-89-3332 0847-85-3394

山
県
郡

廿 日 市 市

安芸高田市

江 田 島 市

安
芸
郡

三 次 市

庄 原 市

大 竹 市

東 広 島 市

三 原 市

尾 道 市

福 山 市

府 中 市

市町名

広 島 市

呉 市

竹 原 市
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１ 広島県男女共同参画推進条例 
 

                                   平成１３年１２月２１日公布 
                                   広 島 県 条 例 第 ４ ２ 号              
 

目次 
 前文 
 第１章 総則（第１条―第６条） 
 第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策（第７条―第１３条） 
 第３章 広島県男女共同参画審議会（第１４条・第１５条）  
 附則 
 
 少子高齢化の進展など社会環境が変化する中において，豊かで活力ある社会を築いていくためには，男女が，互いの違

いを認め合い，互いに人権を尊重しながら，その個性と能力を十分に発揮し，社会のあらゆる分野において共に参画し，

責任も分かち合うことのできる男女共同参画社会の実現が緊要な課題である。 
 このため，性別による固定的な役割分担等やそれに基づく社会慣行を是正するなど，男女共同参画社会の実現に向けて，

社会のあらゆる分野における一層の取組が求められている。特に，私たちの広島県は，高次に集積した都市機能を持つ地

域が存在する一方で，多くの農山漁村地域を有しており，このような取組に当たっては，多様な地域性に配慮した施策を

展開する必要がある。 
 ここに，私たちは，男女共同参画社会の実現を目指すことを決意し，男女共同参画の推進についての基本理念を明らか

にしてその方向を示し，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進することにより，平和で豊かな広島県を次世代に引き継

いでいくため，この条例を制定する。 
 
   第１章 総則 
 （目的） 

第１条 この条例は，男女共同参画の推進に関し，基本理念を定め，県，県民及び事業者の責務を明らかにするとともに，

その推進に関する施策について必要な事項を定めることにより，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進し，もって男

女共同参画社会を実現することを目的とする。 
 （定義） 
第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 
 一 男女共同参画 男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画

する機会が確保され，もって男女が均等に政治的，経済的，社会的及び文化的利益を享受することができ，かつ，共

に責任を担うことをいう。 
 二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において，男女のいずれか

一方に対し，当該機会を積極的に提供することをいう。 
 （基本理念） 
第３条 男女共同参画の推進は，男女の個人としての尊厳が重んじられること，男女が性別による差別的な取扱いを受け

ないこと，男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として，

行われなければならない。 
２ 男女共同参画の推進に当たっては，社会における制度又は慣行が，男女の社会における主体的な活動の選択に対して

及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 
３ 男女共同参画の推進は，県における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に男女が共同して参画する機会

が確保されることを旨として，行われなければならない。 
４ 男女共同参画の推進は，家族を構成する男女が，相互の協力と社会の支援の下に，子の養育，家族の介護その他の家

庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし，かつ，家庭以外の学校，職場，地域その他の社

会のあらゆる分野における活動を行うことができるようにすることを旨として，行われなければならない。 
５ 男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していることを考慮し，男女共同参画の推進は，国際

的協調の下に行われなければならない。 
 （県の責務） 
第４条 県は，前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，男女共同参画の推進に関する施策（積

極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し，及び実施するものとする。 
２ 県は，男女共同参画の推進に関する施策を実施するに当たっては，国及び市町と連携して取り組むものとする。 
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 （県民の責務） 
第５条 県民は，基本理念にのっとり，家庭，学校，職場，地域その他の社会のあらゆる分野において，男女が相互に協

力して男女共同参画の推進に努めなければならない。 
２ 県民は，男女間における暴力的行為，性的な言動による精神的苦痛を与える行為その他の行為により男女の個人とし

ての尊厳その他の男女の人権を損なうことのないようにしなければならない。 
 （事業者の責務） 
第６条 事業者は，事業活動を行うに当たっては，基本理念にのっとり，男女共同参画の推進に努めなければならない。 
 
   第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 
 （基本計画） 
第７条 知事は，男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，男女共同参画の推進に関する

基本的な計画（以下「基本計画」という。）を定めるものとする。 
２ 基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 
 一 総合的かつ長期的に講じるべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 
 二 前号に掲げるもののほか，男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 
３ 知事は，基本計画の策定に当たっては，あらかじめ，広島県男女共同参画審議会の意見を聴かなければならない。 
４ 知事は，基本計画を策定したときは，遅滞なく，これを公表しなければならない。 
５ 前２項の規定は，基本計画の変更について準用する。 
 （施策の策定等に当たっての配慮） 
第８条 県は，施策を策定し，実施するに当たっては，男女共同参画の推進に配慮しなければならない。 
 （県民等の理解を深めるための措置） 
第９条 県は，県民及び事業者の男女共同参画の推進についての理解を促進するため，必要な啓発活動及び広報活動に努

めるものとする。 
 （苦情又は相談の申出の処理） 
第１０条 知事は，男女共同参画に関し苦情又は相談を受けたときは，必要な助言を行うなど適切に対応するものとする。 
 （調査研究） 
第１１条 県は，男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 
 （年次報告） 
第１２条 知事は，毎年，男女共同参画の推進状況及び男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を取りまとめ，これ

を公表しなければならない。 
 （男女共同参画の推進に向けた支援） 
第１３条 県は，市町，県民及び事業者が行う男女共同参画の推進への取組を支援するため，必要な情報の提供，相談，

助言その他の協力を行うように努めるものとする。 
 
   第３章 広島県男女共同参画審議会 
 （広島県男女共同参画審議会） 
第１４条 知事の諮問に応じ，次に掲げる事項を調査審議するため，附属機関として広島県男女共同参画審議会（以下「審

議会」という。）を置く。 
 一 基本計画に関し，第７条第３項に規定する事項 
 二 前号に掲げるもののほか，男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項 
２ 審議会は，前項に規定する事項に関し，知事に意見を述べることができる。 
 （組織及び運営） 
第１５条 審議会は，委員１５人以内で組織する。 
２ 男女のいずれか一方の委員の数は，委員の総数の１０分の４未満であってはならない。 
３ 委員は，男女共同参画に関し識見を有する者のうちから，知事が任命する。 
４ 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
５ 委員は，再任されることができる。 
６ 委員の任期が満了したときは，当該委員は，後任者が任命されるまで引き続きその職務を行うものとする。 
７ 前各項に定めるもののほか，審議会の組織及び運営に関して必要な事項は，規則で定める。 
 
   附 則  
 この条例は，平成１４年４月１日から施行する。 
 
   附 則 （平成１７年７月６日条例第３７号） 
 この条例は，公布の日から施行する。 
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２ 広島県男女共同参画審議会 
 
○ 広島県男女共同参画審議会規則（平成14年3月18日広島県規則第8号） 

      

 （趣旨） 
第１条 この規則は，広島県男女共同参画推進条例（平成１３年広島県条例第４２号。以下「条例」という。）第１５条

第７項の規定に基づき，広島県男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 
 （会長） 
第２条 審議会に会長を置き，委員の互選によりこれを定める。 
２ 会長は，会務を総理し，審議会を代表する。 
３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，会長があらかじめ指名する委員が，その職務を代理する。 
 （会議及び議事） 
第３条 審議会の会議は，会長が招集する。 
２ 審議会の会議は，会長がその議長となる。 
３ 審議会の会議は，委員の過半数が出席しなければ，開くことができない。 
４ 審議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 
 （部会） 
第４条 審議会は，その所掌事務に係る専門的事項を調査審議させるため，部会を置くことができる。 
２ 部会に属すべき委員は，会長が指名する。 
３ 部会に部会長を置き，会長が指名する委員がこれに当たる。 
４ 前条の規定は，部会について準用する。 
 （意見の聴取） 
第５条 審議会は，その所掌事務に関し，必要があると認めるときは，委員でない者の出席を求め，意見を聴くことが

できる。 
 （庶務） 
第６条 審議会の庶務は，環境県民局総務管理部人権男女共同参画課において処理する。 
 （委任） 
第７条 この規則に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長が審議会に諮って定める。 
   附 則 
 この規則は，平成１４年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この規則は，平成１８年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この規則は，平成２０年４月１日から施行する。 
 
広島県男女共同参画審議会委員（平成21（2009）年3月22日まで，50音順） 
 

        名 前        所 属・役 職  
青山  裕        弁護士 
応和 佳子        連合広島 女性委員会副委員長 

会長      川瀬 啓子         安田女子大学 教授 
窪田 恒治     東広島市 生活環境部長 
繁政 秀子     広島県の男女共同参画をすすめる会 会長 
武井 晶代     ひろしま女性大学修了生 
土屋 洋三     ふれあいセンターながの村 村長 
中野 博之     広島県経営者協会 専務理事 

会長代行  野原 建一     広島県立大学 名誉教授 
宮本 啓子     広島県生活研究グループ連絡協議会 会長    
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基本的な視点

* 基本となる施策の方向

(*) 県の施策

・具体的施策

1 働く場における男女共同参画の推進

（1） 男女の均等な機会と待遇の確保に向けた雇用環境の整備

・ 国・県・市町の連携により，特に事業主に対して，労働基準法，男女雇用機会均等法等の法令や働きやすい職場づくりに関す
る周知徹底及び男女が共に個性と能力を発揮しながら働くことができる職場環境の整備促進

・ 女性の積極的登用を図るための幅広い職務経験機会の付与や教育訓練の実施など積極的改善措置（ポジティブ・アクション）
の推進に向けた啓発，具体的なモデルや成果の普及啓発

・ 県における平等取扱いと成績主義の原則に基づく女性の管理職への積極的な登用の推進

（2） 職業生活と家庭生活が両立できる環境の整備

・ 育児・介護休業法等の周知徹底及び次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・実施の促進

・ 仕事と家庭の両立や地域活動への参画に向けた環境の整備を推進するための啓発
特に，働き方の見直しに向けた事業主に対する労働条件の整備や働きやすい職場環境の整備に関する啓発

・ 男女が共に安心して子育てや介護をしながら働き続けるための多様なニーズに対応した子育て支援・介護サービス等の充実

（3） 多様な働き方を可能にする雇用環境の整備

・ パートタイム労働者や派遣労働者等の適正な処遇，労働条件の確保に向けたパートタイム労働法，労働者派遣法等の普及啓
発

・ 多様な就業ニーズに対応するための在宅ワーク等の就業支援情報の充実

・ 育児・介護休業等からの職場復帰者への支援や育児，介護等を理由とした退職者の再就職に向けた支援の充実

・ 働きやすい雇用環境づくりに向けた雇用労働や子育て支援に関する情報提供の充実

（4） 農林水産業及び商工業等の自営業における男女共同参画の推進

・ 方針の立案及び決定過程への女性の参画拡大に向けた啓発

・ 男女共同参画の視点に立った経営が行われるための環境の整備

（5） 女性の起業・経営活動に向けた環境の整備

・ 女性の起業や経営活動への参画に向けた取組の支援

・ 技術・経営管理能力の向上を図るための取組の支援

・ 経営相談等のニーズに適切に対応するための指導・相談体制の充実

2 地域社会活動における男女共同参画の推進

（1） 政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画の促進

・ 様々な分野で政策・方針の立案及び決定過程への男女共同参画に向けた積極的な取組を推進するための啓発

・ 県の行政委員会及び審議会等委員への女性の積極的登用

・ 市町の行政委員会及び審議会等委員など，政策・方針の立案及び決定過程への女性の参画促進に向けた働きかけ

・ 政策・方針の立案及び決定過程に参画できる人材の育成や情報提供などの支援策の充実

（2） 地域社会活動における男女共同参画の推進

・ 男女の地域活動への参画拡大に向けたボランティア，ＮＰＯ，住民自治組織等が活動しやすい環境の整備

・ 男女の地域づくりへの参画を促進するための積極的な情報提供

3 男女共同参画の推進に向けた体制の整備

（1） 県の推進体制の充実等

・ 男女共同参画推進本部を中心とした各部局の連携強化による男女共同参画社会の実現に向けた積極的かつ総合的な施策
の推進

・ 施策の推進に当たっての行動目標の設定及びその検証

・ 男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な調査研究の実施

（2） 広島県女性総合センター「エソール広島」の充実・強化

・ 男女共同参画社会づくりの中核的拠点施設としての各種事業の充実・強化及び新たなニーズに対応できる柔軟な事業の展開

・ 男女共同参画の推進に関する情報の収集・提供及び県民等からの相談・要望等に適切に対応するための体制整備

（3） 市町等との連携強化・取組支援

・ 男女共同参画社会づくりに向けた情報提供などによる市町の取組に対する積極的な支援及び産学官連携による男女共同参
画の推進

・ 男女共同参画社会の実現に向けて，様々な分野で活動を展開するＮＧＯ，ＮＰＯ，ボランティアや住民自治組織等多様な主体
の自主的な活動促進のための情報提供や相談対応等の環境整備及び協働による新しい公共サービスの提供

３　広島県男女共同参画基本計画（第２次）（施策の体系）

【具体的施策の推進期間：平成１８（2006）～２２（2010）年度】

環境づくり
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1 男女共同参画の推進に向けた広報・啓発の充実

（1） 男女共同参画に関する広報・啓発の充実

・ 多様な機会や情報手段による男女共同参画に関する理解を深めるための広報・啓発

（2） 県民の主体的な取組への支援

・ 男女共同参画社会の形成の意義や責務を重視した広報・啓発

（3） メディアにおける男女共同参画の推進

・ 人権に対する配慮を欠く取扱いの防止に向けた，インターネット等を含む各種メディアの特性に応じた自主的な取組に係る啓
発

・ 情報を一人ひとりが主体的に収集，判断，発信等ができる能力の必要性に関する啓発及び学校における情報教育の充実

・ 県における男女共同参画の視点に立った広報紙・出版物等の発行

2 男女共同参画を推進する教育と学習機会の充実

（1） 男女共同参画を推進する教育の充実

・ 男女共同参画について理解し，だれもがお互いの個性や意思を尊重するための子どもの発達段階に応じた教育の充実

・ 小・中・高等学校等におけるキャリア教育の充実

（2） 生涯を通じた学習機会の提供

・ 男女共同参画に関する理解を深めるための生涯にわたる多様な学習機会の提供

・ 男女が様々な分野の活動に主体的に参画できるような学習機会の提供

・ 男女共同参画に関する学習情報の提供や学習相談への対応等の学習支援体制の整備

（3） 研修の充実・支援

・ 県職員の男女共同参画に関する理解を深めるための管理職，一般職等職務に応じた研修の実施

・ 市町職員の男女共同参画に関する理解を深めるための市町と連携した研修機会の提供

・ 男女共同参画に関する理解を深めるための事業主に対する研修や企業が実施する研修の支援

３　家庭における男女共同参画の推進

（1） 家庭における男女共同参画を推進するための啓発の充実

・ 家族が互いに尊重し協力し合い，家族の一員として家事・育児・介護などの責任を果たすための多様な啓発

（2） 家庭教育・子育て支援の充実

・ 父親の家庭教育への参加促進の取組を行う市町の支援及び家庭教育に関する学習機会の情報提供などの支援

・ 子どもと家庭に関する相談支援体制の充実

・ 地域住民による主体的な子育て支援の促進や多様な子育て支援サービスの提供等次世代育成支援対策の計画に基づく市
町の取組の促進などの子育て支援体制の充実

1 生涯を通じた健康と自立の支援

（1） 生涯を通じた健康対策の推進

・ 思春期，妊娠・出産期，成人期，高齢期等各ステージにおける性別に対応できる医療及び健康づくり対策の実施

・ 女性が妊娠・出産後も安心して働き続けることができる母性保護と母性健康管理対策の推進

・ エイズ，性感染症，薬物乱用などの実態を踏まえた対策の推進

・ 周産期医療体制，不妊相談等支援体制及び小児医療体制の充実

（2） だれもが安心して暮らし，自立できるための支援

・ 高齢期における様々なニーズに応じた社会参画の機会の提供や支援の充実

・ 高齢者の生活支援，介護予防，介護のニーズに総合的に対応する体制の整備及び障害者が地域で安心して自立した生活が
できるための支援

・ 男女共同参画の視点を取り入れた防災・災害復興体制の整備

2 男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進

（1） 配偶者等からの暴力を防止するための取組の推進

・ ＤＶ防止法の周知徹底による配偶者等からの暴力の防止に向けた啓発

・ 専門相談員の育成，相談窓口の拡充，設置場所の情報提供等被害者が安心して相談することができる相談体制の充実

・ 一時保護施設の拡充など保護体制の充実

・ 被害者の自立支援体制の充実及び関係機関の連携強化

・ 民間団体との協働事業の実施によ.る被害者の支援

（2） セクシュアル・ハラスメント等男女間におけるあらゆる暴力を防止するための取組の推進

・ 職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進及び学校，地域社会等のあらゆる分野におけるセクシュアル・ハラス
メントの防止に向けた啓発

・ ストーカー規制法，売春防止法等の周知徹底による男女の人権尊重に向けた啓発

・ 性犯罪，売買春に対する取締強化及び防止に向けた啓発

・ 男女間におけるあらゆる暴力に係る相談体制・一時保護体制の整備及び専門相談員の育成

・ 被害者が相談しやすい環境の整備及び社会復帰支援の充実

・ 男女間における暴力の発生を防ぐ安全・安心なまちづくりの推進

3 男女共同参画の視点に立った国際活動の推進

（1） 国際交流・国際協力・平和貢献の推進

・ 男女共同参画の視点に立った国際交流・国際協力・平和貢献を推進するための環境整備

（2） 情報の収集及び提供

・ 男女共同参画に関する国際的な取組指針などの情報の収集・提供

人づくり

 安心づくり
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４ 広島県男女共同参画推進本部設置要綱 
 

（設  置） 

第１ 女性の社会的地位の向上を図り，男女共同参画社会実現に向けて，広範な施策を，総合的か

つ積極的に推進することを目的として，広島県男女共同参画推進本部（以下，「推進本部」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２ 推進本部は，次に掲げる事項を所掌する。 

 (1)  広島県男女共同参画基本計画の積極的な推進に関すること。 

 (2)  男女共同参画施策に係る総合的な調査，研究，企画立案等に関すること。 

 (3)  県行政全般について男女共同参画の視点を反映させるための取組の推進に関すること。 

 (4)  その他男女共同参画推進に関し必要な事項に関すること。 

（組  織） 

第３ 推進本部は，本部長，副本部長及び本部員で構成するものとし，それぞれ別表に掲げる職に

あるものをもって充てる。 

第４ 推進本部の円滑な推進に資するため，推進本部に幹事会をおく。 

２ 幹事会は，別表に掲げる職にあるものをもって構成する。 

（会 議） 

第５  本部会議は，本部長が招集し，主宰する。 

２  副本部長は，本部長を補佐し,本部長に事故あるときは環境県民局を担任する副知事を第１順位

とし，環境県民局を担任しない副知事を第２順位として，その職務を代理する。 

３ 幹事会は，幹事長が招集し，主宰する。 

４  副幹事長は，幹事長を補佐し，幹事長に事故あるときは，その職務を代理する。 

（ワーキング・グループ） 

第６ 幹事会に，必要に応じてワーキング・グループを置くことができる。 

（事 務 局） 

第７ 推進本部に関する事務は，環境県民局総務管理部人権男女共同参画課において処理する。 

（そ の 他） 

第８ この要綱に定めるもののほか，推進本部の運営に関し必要な事項は，本部長が別に定める。 
    附 則 
１ この要綱は，平成１０年１０月１日から施行する。 
２ 広島県女性行政推進協議会設置要綱（昭和５２年５月２７日制定）は，廃止する。 
      附 則 
  この要綱は，平成１１年４月１日から施行する。 
    附 則 
  この要綱は，平成１２年４月１日から施行する。 
    附 則 
  この要綱は，平成１３年４月１日から施行する。 
   附 則 
  この要綱は，平成１４年４月１日から施行する。 
   附 則 
  この要綱は，平成１５年４月１日から施行する。 
   附 則 
  この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。 
   附 則 
  この要綱は，平成１７年４月１日から施行する。 
   附 則 
  この要綱は，平成１８年４月１日から施行する。 
   附 則 
  この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 
   附 則 
  この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 
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別 表 

 

広島県男女共同参画推進本部の構成員 

 

 

推   進   本   部               幹     事     会               

本 部 長     知 事 幹 事 長    環 境 県 民 局 総 務 管 理 部 長

副本部長 副 知 事 副幹事長 環境県民局総務管理部人権男女共同参画課長

本 部 員     会 計 管 理 者 

危 機 管 理 監 

総 務 局 長 

企 画 振 興 局 長 

環 境 県 民 局 長 

健 康 福 祉 局 長 

商 工 労 働 局 長 

農 林 水 産 局 長 

土 木 局 長 

都 市 局 長 

企 業 局 長 

教 育 長 

警 察 本 部 長 

人 事 委 員 会 事 務 局 長 

幹  事 会 計 管 理 部 会 計 総 務 課 長

危 機 管 理 監 危 機 管 理 課 長

総 務 局 総 務 管 理 部 総 務 課 長

企 画 振 興 局 政 策 企 画 部 分 権 改 革 課 長

環境県民局総務管理部環境県民総務課長

健康福祉局総務管理部健康福祉総務課企画室長

商工労働局総務管理部商工労働総務課長

農林水産局総務管理部農林水産総務課企画室長

土 木 局 総 務 管 理 部 土 木 総 務 課 長

 

企 業 局 企 業 総 務 課 長

教育委員会事務局管理部総務課教育政策室長

警 察 本 部 総 務 部 総 務 課 長

人 事 委 員 会 事 務 局 総 務 審 査 課 長
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相談内容 電話番号

082-513-2746

082-247-1120
（相談専用）

相談内容 電話番号

082-254-0391
（女性・DV相談専用)

084-951-2372
（女性・DV相談専用)

0824-63-5181（内2313）
（女性・DV相談専用)

職場におけるセクシュア
ル・ハラスメントに関する
相談等

082-221-9247

性犯罪に関する相談 0120-72-0110

082-228-9110
ﾌﾟｯｼｭ電話では，＃9110

最寄りの警察署

○雇用労働に関すること

相談内容 電話番号

0120-570-207(ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ)
(広島）

082-224-0121
082-244-0122
（広島）

問い合わせ先
082-513-3425
（広島県雇用人材確保課）

全世代を対象とした就業，
社会貢献活動等に関する幅
広い支援

〒730-0013
広島市中区八丁堀16-14
第二広電ビル
総合受付：ひろしまジョブプ
ラザ（4階）

〒720-0067
福山市西町一丁目1-1
福山ロッツB2階
イコールふくやま内
ひろしましごと館福山相談
コーナー

 ひろしましごと館

　　広島県ホームページの「わーくわくネットひろしま」で詳細な情報を提供しています。
　　　　　　　　　　　　　　パソコン版　 http://www.work2.pref.hiroshima.jp/

　　　　　　　　　　　　　　  携帯電話版   http://www.work2.pref.hiroshima.jp/k/

機　　関 所在地

労働相談

〒730-8511
広島市中区基町10-52
県庁東館 3階

〒720-8511
福山市三吉町一丁目1-1
福山庁舎第2庁舎　1階

0120-570-237(ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ)
(福山）

 広島県労働相談情報コーナーひろしま

 広島県労働相談コーナー ふくやま

 警察安全相談電話
犯罪・防犯など警察で対応
できる問題についての相談

〒730-8507
広島市中区基町9-42

広島県内各警察署

 広島労働局雇用均等室
〒730-8538
広島市中区上八丁堀6-30

 警察　性犯罪相談１１０番
〒730-8507
広島市中区基町9-42

 西部こども家庭センター

女性に関する様々な問題，
配偶者からの暴力に関する
相談

〒734-0003
広島市南区宇品東四丁目1-26

 東部こども家庭センター
〒720-0838
福山市瀬戸町山北291-1

 北部こども家庭センター
〒728-0013
三次市十日市東四丁目6-1

５　男女共同参画に関する相談機関・関係機関一覧

○男女共同参画全般に関すること

機　　関 所在地

○男女間の暴力，性犯罪に関すること

機　　関 所在地

 広島県人権男女共同参画課
 （男女共同参画推進グループ）

男女共同参画全般

〒730-8511
広島市中区基町10-52

 エソール広島
 （広島県女性総合センター）

〒730-0043
広島市中区富士見町11-6
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相談内容 電話番号

次世代育成支援対策推進法
に基づく一般事業主行動計
画の策定・実施についての
相談

082-513-3419

育児・介護等の事情により
外で働くことが困難な人や
多様な働き方を希望する人
への在宅ワークに関する相
談・斡旋，情報提供，技術
指導等

082-242-5261

子育てしながら就職を希望
する人に対する就職支援

082-221-8609

女性の雇用管理改善につい
ての相談及び啓発ビデオ等
の貸出・販売

育児・介護等に関する各種
サービスの情報提供

母子家庭の母等に対する就
業支援

082-249-7149

学び・就職等相談 082-246-7488

○学習に関すること

相談内容 電話番号

「エソールひろしま大学」
の開講，学習会の企画立案
及び講師紹介

082-242-5262

生涯学習・社会教育に関連
した様々な学習機会，企
画・運営，講師・指導者紹
介等

082-248-8848

082-224-2001

機　　関 所在地

 広島県再チャレンジ学習支援協議会
 学び・就職なんでも相談室

〒730-0043
広島市中区富士見町11-6
エソール広島1階

 財団法人２１世紀職業財団
 広島事務所

〒730-0013
広島市中区八丁堀16-11
日本生命広島第2ビル3階

 広島県母子家庭等就業・
  自立支援センター
 広島県母子寡婦福祉連合会
  無料職業紹介所

〒730-0043
広島市中区富士見町11-6
エソール広島2階

 エソール広島
 （広島県女性総合センター）

〒730-0043
広島市中区富士見町11-6

 県立生涯学習センター
〒730-0052
広島市中区千田町三丁目7-47

 財団法人広島県女性会議
 在宅ワーク支援センター

〒730-0043
広島市中区富士見町11-6
エソール広島2階

 マザーズハローワーク広島
〒730-8513
広島市中区上八丁堀8-2
広島清水ビル4階

 両立支援企業応援コーナー
〒730-8511
広島市中区基町10-52
県庁東館3階 労働福祉課内

機　　関 所在地
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６ 広島県女性総合センター「エソール広島」の概要 

 

（１）設置目的 

   広島県女性総合センター「エソール広島」は，広島県の女性の自立と社会参画を促進するための拠点

施設として，平成元（1989）年に設置されたものです。 
「エソール」とは，フランス語で「飛躍・発展」を意味します。  

 

（２）管理運営 

   財団法人広島県女性会議 

 

（３）財団法人広島県女性会議の事業内容 

   男女共同参画社会の実現をめざして，「情報・研修・相談・交流・チャレンジ支援」の５部門を柱と 

  する事業を行うほか，宿泊，飲食（宴会），貸会議室等の付帯サービス事業を実施しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 女性問題の解決及び男女共同参画社会の実現に資するため， 
・図書，行政資料，雑誌などの印刷情報  
・ビデオ等映像情報              を収集・分類し提供  
・その他広島県の女性団体・人材に関する情報

 男女共同参画社会を推進するため， 
・エソール広島の講座等の紹介  
・特集記事           を掲載した情報紙を年３回発行し，広く啓発  
・関係機関の行事案内 など   

関連情報についてホームページやメールマガジンで提供 
・エソール広島の施設や事業，講座の案内  
・パブリックコメント募集や審議会委員公募状況等の行政関連情報 など 

 
 
 

研 修 

 男女共同参画社会を実現できる人材を養成するために講座を開講 
・基礎講座（男女共同参画の視点の習得）       （１０月～３月） 
・応用講座（男女共同参画の視点を生かす技術の修得）  （ ４月～９月）    

・専科  （地域活動や政策決定場面での実践力の習得）（１０月～３月） 

・男女共同参画・地域入門講座（県内２か所での普及啓発講座）  
  （身近にだれでも学習できる機会を提供） 
・メンタルサポーター養成講座  

（社会状況の変化や人間のこころの理解に立った相談員の養成）       

・インターネット通信講座（インターネットを利用した基礎的な学習講座）  
・研修受託事業（自治体や企業等で行う男女共同参画社会づくり等の研修を受託）  

 
 
 

情 報 

① エソール広島情報センターの運営 

③ ホームページの運営及びメールマガジンの発行 

② 情報紙｢エソール｣の発行 

① エソールひろしま大学の開講 

② 各種講座の開講 

③ その他 



－ 77 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）財団法人広島県女性会議の組織等 

 
  財団法人広島県女性会議 

〒７３０－００４３ 広島市中区富士見町１１－６ 

                   電 話   （０８２）２４２-５２６２ 

                   ﾌｧｸｼﾐﾘ   （０８２）２４０-５４４１ 

                   ＵＲＬ    http://www.essor.or.jp 

                   ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  essor@essor.or.jp 

 

付帯サービス
    部門（12人)

事務局長  総務課(1人)

 事業課（8人)

支配人

理事会

理　事
(12人)

理事長

監　事
(2人)

評議員会
(25人）

※総務課長は事務局長が兼務

 

・家庭や地域，職場などのあらゆる悩みや問題について，相談者自らが解決の方法 

を見出すことができるよう相談員がサポートする電話相談や面接相談 

 

 
 
 

交 流 

・男女共同参画社会づくりの拠点施設として，各種機関・団体に活動や交流の場  
を提供し，事業活動を支援 

・女性問題や男女共同参画をテーマとした情報・意見交換を通じて，国際交流・

国際理解を推進（ＪＩＣＡ研修生の受入れなど） 

・男女共同参画週間行事，エソールひろしま川柳コンテスト，他機関連携講座 等  

 

 
 

チャレンジ
支    援 

・県内のチャレンジ支援情報の整備  
・交流の場づくり  

（女性が少ない分野で活躍する女性とこれからチャレンジしようとする若い女性層） 

・男性を対象として，プロから学ぶ各種講座を開催  

・育児や介護のため外で働くことができない人のための内職や在宅ワークに関する

相談・あっせん，技術指導等  

 
相 談 

○ エソール広島相談事業 

① 活動交流支援センターの運営 

② 国際交流・国際理解事業 

③ その他 

① チャレンジ支援事業 

② ワークライフバランス推進～男性対象講座 

③ 在宅ワーク支援センターの運営 



6月

7月

・国際婦人年世界会議開催（メキ
シコシティ)
・「世界行動計画」採択

9月 ･総理府に「婦人問題企画推進本部」，「婦
人問題担当室」設置

1月 ･「国内行動計画」策定

4月 ･女性行政の窓口を青少年婦人対策室に
設置

5月 ･｢婦人問題行政連絡協議会」設置

4月 ･青少年婦人対策室を青少年婦人課に組
織改正

7月 ・｢広島県婦人対策推進会議」設置

12月 ･「女子差別撤廃条約」採択(第34
回国連総会）

7月 ・｢国連婦人の十年」中間年世界
会議開催(コペンハーゲン）
・「国連婦人の十年後半期行動プ
ログラム」採択

7月 ・「女子差別撤廃条約」署名

1976
9月 ･「女子差別撤廃条約」発効

昭和57年
(1982) ～

3月 ・広島県新長期総合計画に｢婦人の地位向
上と社会参加の促進」の項目設定

1月
6月

・「国籍法」改正
・「男女雇用機会均等法」公布
・「女子差別撤廃条約」批准

1985 7月 ・｢国連婦人の十年」最終年世界
会議開催(ナイロビ）
・「(西暦2000年に向けての）婦人
の地位向上のためのナイロビ将来
戦略」採択

7月 ・「労働者派遣法」公布

3月

4月 ・「男女雇用機会均等法」施行

6月 ・「広島県婦人対策推進懇話会」設置

7月 ・「労働者派遣法」施行

5月 ・｢西暦2000年に向けての新国内行動計
画」策定

2月

8月

・懇話会「婦人対策の推進のために～男女
共同参加型社会システムへの転換～」提出
・｢広島県女性プラン」策定
・｢財団法人広島県女性会議」設立

4月 ・広島県婦人総合センター｢エソール広島」
開館

5月 ・国連経済社会理事会「婦人の地
位向上のためのナイロビ将来戦略
に関する第１回見直しと評価に伴
う勧告及び結論」採択

4月 ・青少年婦人課を青少年女性課に組織改
正

5月

8月 ・「広島県女性対策推進懇話会｣設置

4月 ・「育児休業法」施行

9月 ・｢広島県女性プラン(第一次改定）」策定

6月 ・「パートタイム労働法」公布
(12月施行）

1月 ・「広島県婦人総合センター」を「広島県女
性総合センター」に名称変更

6月 ・総理府に「男女共同参画室」設置

7月 ・「男女共同参画推進本部」設置

平成元年
(1989)

平成2年
(1990)

昭和61年
(1986)

平成3年
(1991)

平成6年
(1994)

・広島県発展計画に「婦人対策の推進」の
項目設定
・婦人総合センター基本構想発表

国

昭和62年
(1987)

昭和63年
(1988)

昭和54年
(1979)

昭和60年
(1985)

昭和56年
(1981)

4月

5月 ・｢国内行動計画後期重点目標」策定

７　男女共同参画に関する国内外の動き

昭和50年
(1975)

国
連
婦
人
の
十
年

昭和52年
(1977)

広島県国際機関等

・推進会議「広島県の婦人の地位向上と社
会参加をすすめるための提言」提出

昭和55年
(1980)

・「西暦2000年に向けての新国内行動計画
(第一次改定）」策定
・「育児休業法」公布

平成4年
(1992)

・懇話会「男女共同参画型社会の構築を目
指して」提言

3月

平成5年
(1993)
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6月

9月 ・第4回世界女性会議及びＮＧＯ
フォーラム開催（北京）
・「北京宣言及び行動綱領」採択

12月 ・「男女共同参画2000年プラン」策定

6月 ・「男女雇用機会均等法」の改正
・「育児・介護休業法」の改正

1月 ・懇話会「21世紀への男女共同参画社会づ
くりのために」提言

3月 ・「広島県男女共同参画プラン」策定

10月 ・「広島県男女共同参画推進本部｣設置

4月 ・「(改正)男女雇用機会均等法」施行
・「(改正)育児・介護休業法」施行

6月 ・「男女共同参画社会基本法｣公布，施行

10月 ・「広島県男女共同参画懇話会」設置

5月 ・「ストーカー規制法」公布
　（11月施行）

6月

12月 「男女共同参画基本計画」策定

1月 ・中央省庁再編により，内閣府に「男女共
同参画局」設置
・「男女共同参画会議」設置

4月 ・「ＤＶ防止法」公布
　（10月施行）

4月 ・青少年女性課を男女共同参画推進室に
組織改正

8月 ・懇話会「男女共同参画に関する条例制定
に向けての基本的な考え方について」提言

11月

12月 ・「広島県男女共同参画推進条例」公布

4月 4月 ・「広島県男女共同参画推進条例」施行

6月

11月 ・審議会答申

2月 ・「広島県男女共同参画基本計画」策定

7月 ･「次世代育成支援対策推進法」公布，施
行
・「少子化社会対策基本法」公布

6月 ･「ＤＶ防止法」の改正

12月 ･「（改正）ＤＶ防止法」施行
・「育児・介護休業法」の改正

2～

4月 ･「（改正）育児・介護休業法」施行
6月

12月 ・「男女共同参画基本計画（第2次）」策定 12月 ・審議会答申

3月 ・「広島県男女共同参画基本計画(第2次)」
　策定

4月 ・男女共同参画推進室を人権・男女共同参
画室に組織改正

6月 ・「男女雇用機会均等法」の改正 6月 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する基本計画」策定

4月 ・「(改正)男女雇用機会均等法」施行

6月 ・「パートタイム労働法」の改正

12月 ・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のた
めの行動指針」策定

7月 ・「DV防止法」の改正

1月 ・「（改正）DV防止法」施行

4月 ・「（改正）パートタイム労働法」施行 4月 ・人権・男女共同参画室を人権男女共同参
画課に組織改正

12月 ・「次世代育成支援対策推進法」の改正

平成7年
(1995)

・「広島県男女共同参画審議会」設置
・審議会に「広島県の男女共同参画の推進
に関する基本的な計画に盛り込むべき事
項」諮問

平成12年
(2000)

平成13年
(2001)

国際機関等

・「育児休業法」の改正，「育児・介護休業
法」公布

平成8年
(1996)

平成9年
(1997)

・女性2000年会議開催（ニュー
ヨーク）
・「政治宣言」，「成果文書」採択

平成10年
(1998)

平成11年
(1999)

広島県国

平成15年
(2003)

平成14年
(2002)

・「育児・介護休業法」の改正，一部
施行（育児休業の取得等を理由とする
不利益取扱い禁止等）

・「広島県男女共同参画審議会」に「広島県
男女共同参画基本計画（改定）に盛り込む
べき事項」諮問

平成20年
(2008)

・「（改正）育児・介護休業法」全面施行

平成18年
(2006)

平成19年
(2007)

平成17年
(2005)

平成16年
(2004)

3月
・北京＋１０（第49回国連婦人の
地位委員会）開催
・宣言文採択
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広島県の男女共同参画に関する年次報告                   
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編集・発行  広島県環境県民局総務管理部人権男女共同参画課                      

〒730-8511（住所省略可）広島市中区基町 10-52 

電話 082-513-2746（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

電子メール kanjindanjo@pref.hiroshima.lg.jp 

広島県ホームページ（男女共同参画） 

→http://www.pref.hiroshima.lg.jp/category/1000000000040/index.html  
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